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髙畠 秀雄 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

所長・教授 

研究テーマ１ 課題 1-4 

長周期地震動による超高層

ビルの横揺れ対策 

研究代表者 

長周期地震動に対する

超高層ビルの横揺れを

防止する方法を検討 

増田 達男 

金沢工業大学

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

研究テーマ１ 課題 1-3 

巨大津波による火災対策 

巨大津波により流出した

大型貯蔵タンクによる大

都市の火災を防止する

対策を検討 

山岸 邦彰 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

准教授 

研究テーマ１ 課題 1-6 

巨大地震・巨大津波による建

物被害の迅速な災害復興対

策 

巨大地震・巨大津波に

よる災害発生以後の事

業継続を迅速に行う為

の方法を検討 

後藤 正美 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

研究テーマ１ 課題 1-7 

巨大地震による既存木造住

宅の耐震化対策 

巨大地震による既存木

造住宅の耐震化を促進

する対策を検討 

西村 督 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

研究テーマ１ 課題 1-8 

巨大津波による大型石油タ

ンクの防災対策 

石油コンビナートの大型

液体貯蔵タンク等が巨

大津波に対して被災しな

い方法を検討 

土田 義郎 金沢工業大学 研究テーマ１ 課題 1-9 巨大災害発生時に緊急
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地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

超巨大災害発生時の避難勧

告・指示の効果的情報伝達

対策 

避難が適切に実施され

る緊急避難の伝達方法

を検討 

木村 定雄 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

研究テーマ１ 課題 1-10 

超巨大災害での地域行政と

地域住民が連携した防災力

の向上対策 

地域防災計画における

行政と住民の合意形成

を図り、減災、除災する

仕組みを検討 

宮里 心一 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

研究テーマ 2 課題 2-3 

巨大地震・巨大津波による過

大荷重を受けた社会資本施

設の維持管理対策 

巨大地震・巨大津波が

作用した社会資本施設

の劣化対策を検討 

川村 國夫 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

研究テーマ 2 課題 2-4 

救援・支援活動に使用する

幹線道路の防災対策 

日本海側から被災地の

太平洋側への救援・支

援時に使用する幹線道

路の防災対策を検討 

垂水 弘夫 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

教授 

研究テーマ 2 課題 2-5 

超巨大災害時の自然エネル

ギー利用による地域の創電・

節電対策 

巨大災害時における電

力確保を自然エネルギ

ーを用いて創電・節電す

る方法を検討 

円井 基史 

金沢工業大学 

地域防災環境

科 学 研 究 所 ・

准教授 

研究テーマ 2 課題 2-6 

超長期滞在避難所及び仮設

住宅での生活環境改善対策 

被災住民が避難所で長

期滞在する際の生活環

境を環境工学的に改善

する方法を検討 

（ 共 同 研 究 機 関

等） 

田村 正行 

京都大学大学

院・教授 

研究テーマ１ 課題 1-1 

超巨大災害発生直後におけ

る被害状況の迅速な把握対

策 

災害発生直後に、被害

状況の全容を迅速に把

握し、救援活動に役立て

る方法を検討 

栗山 善昭 

国立研究開発

法 人  港 湾 空

港 技 術 研 究

所・研究主監 

研究テーマ１ 課題 1-2 

巨大津波に対する港湾施設

の防災対策 

巨大津波に対する港湾

施設及びその背後地等

の防災対策を検討 

田村 修次 

東京工業大学

大 学 院 ・ 准 教

授 

研究テーマ１ 課題 1-5 

巨大地震による市街地の液

状化対策 

巨大地震により発生す

る市街地の液状化を防

止、復旧する方法を検

討 

牧 紀男 
京都大学大学

院・教授 

研究テーマ 2 課題 2-1 

巨大津波に対する地下街及

び地下鉄の防災対策 

地域の過去の巨大災害

を反映した、地震・津波

に対する都市の防災力

の向上法を検討 

竹脇 出 
京都大学大学

院・教授 

研究テーマ 2 課題 2-2 

巨大地震と巨大津波の連動

作用における構造物の耐震

対策 

地盤が液状化した構造

物が巨大津波を受ける

際の耐震性評価法と耐

震向上法を検討 
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＜研究者の変更状況（研究代表者を含む）＞ 

旧 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

研究テーマ１ 課題 1-2 

巨大津波に対する港湾

施設の防災対策 

独 立 行 政 法 人 

港湾空港技術研

究所・特別研究

官 

栗山 善昭 

巨大津波に対する港湾

施設及びその背後地等

の防災対策を検討 

研究テーマ１ 課題 1-5 

巨大地震による市街地

の液状化対策 

京 都 大 学 大 学

院・准教授 
田村 修次 

巨大地震により発生す

る市街地の液状化を防

止、復旧する方法を検

討 

研究テーマ１ 課題 1-8 

巨大津波による大型石

油タンクの防災対策 

金沢工業大学・

准教授 
西村 督 

石油コンビナートの大型

液体貯蔵タンク等が巨

大津波に対して被災しな

い方法を検討 

研究テーマ 2 課題 2-1 

巨大津波に対する地下

街及び地下鉄の防災対

策 

京 都 大 学 大 学

院・准教授 
牧 紀男 

地域の過去の巨大災害

を反映した、地震・津波

に対する都市の防災力

の向上法を検討 

研究テーマ 2 課題 2-6 

超長期滞在避難所及び

仮設住宅での生活環境

改善対策 

金沢工業大学・

講師 
円井 基史 

地域の過去の巨大災害

を反映した、地震・津波

に対する都市の防災力

の向上法を検討 

（変更の時期：平成２７年 ３月３１日） 

新 
変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

独立行政法人 港湾

空港技術研究所・特

別研究官 

国立研究開発法人 港湾空

港技術研究所・研究主監 
栗山 善昭 変更なし 

京都大学・准教授 
東京工業大学大学院・准教

授 
田村 修次 変更なし 

金沢工業大学・准教

授 
金沢工業大学・教授 西村 督 変更なし 

京都大学・准教授 京都大学大学院・教授 牧 紀男 変更なし 

金沢工業大学・講師 金沢工業大学・准教授 円井 基史 変更なし 
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１１ 研究の概要（※ 項目全体を１０枚以内で作成） 

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

＜研究の目的・意義＞ 

東日本大震災では巨大津波により壊滅的な被害が広範囲に発生し、今後の防災に対する

抜本的検討の必要性を示唆した。また、2012 年に内閣府中央防災会議から発表された「南

海トラフ巨大地震・巨大津波による被害予測」では、東日本大震災を遥かに超える超巨大災

害が太平洋側地方に発生し、我が国の持続発展を不可能にする事態が指摘され、巨大災害

に対する実効性のある防災対策が急務の課題となっている。 

本研究プロジェクトの目的は、南海トラフ巨大災害の発生を抑止する為に、①過去の大災

害で指摘されながら未解決な問題（研究テーマ 1）、及び、②今後発生する超巨大災害により

新たに提起した防災力の向上対策（研究テーマ 2）について、実効性のある防災対策を先駆

的に提示する事にある。 

＜計画の概要＞ 

巨大災害に対する多くの防災対策の中から基幹的な問題である 16 個の研究課題を設定

し、16 名の研究者が夫々１課題を担当する。これらの研究課題は、巨大地震対策、巨大津波

対策、避難対策、救援・支援対策の項目からなり、それらの研究成果を統合して、本研究プロ

ジェクトの研究成果として発信する。 

研究期間 3 年弱で研究成果を発信するため、各研究課題の研究プロセスは、下図に示す

様に、①問題の分析に 6 ヶ月、②検討に 12 ヶ月、③対策に 12 ヶ月、④成果発信に 6 ヶ月とし

て、各研究プロセス終了毎に研究発表会を開催する。更に、研究期間終了6ヶ月前の平成27

年 8 月と 9 月に、南海トラフ巨大災害の発生が想定される大阪、名古屋、静岡で研究成果報

告会（公開シンポジウム）を開催し、研究成果の「提言」に関するシンポジウムを平成 28 年 2

月に実施し、合計約 758 名の参加を得て、行政、学協会、防災関連機関・企業、市民との意

見交換を実施した。研究成果報告会は国土交通省四国、近畿、中部、北陸の各地方整備局

の後援を得て開催し、国土交通省 4 地方整備局及び静岡県の防災担当者が同時にパネラー

として参加した。本研究プロジェクトの目的である「実効性ある防災対策」に関する情報発信

は、大阪、名古屋、静岡地区の人々に大きなインパクトを与え、地域の防災対策の策定等に

活用されると確信した。尚、平成26年9月には金沢工業大学で中間報告会(参加者約180名)

を開催し、国土交通省 4 地方整備局、静岡県、金沢市が参加したシンポジウムを実施した。 

各研究課題の成果は有機的に統合し、巨大地震、巨大津波、避難、救援・支援の項目にま

とめて実効性のある防災対策として提言する。最終報告書（研究成果報告書）は平成 28 年 2

月に、全国の防災関連の行政、学協会、研究所、企業等に配布すると共に、世界防災研究

所のネットワークを通して国内外に情報発信した。また、本研究所 HP 及び新聞報道等にも発

表した。 

研究スケジュール 
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（２）研究組織 

＜研究代表者の役割＞ 

研究代表者（髙畠秀雄：地域防災環境科学研究所長・教授）は、本研究プロジェクトの進捗

状況を把握し、効率良く研究成果が達成出来る様に、研究の指導、助言、管理、予算等を統

括する。また、各研究分担者の研究報告会（3 ヶ月毎に開催）、シンポジウム、外部評価委員

会等を開催・運営する。更に、本研究プロジェクトの研究成果を効率よく社会に情報発信する

普及・啓発活動について企画・実施を担う。 

＜各研究者の役割分担・責任体制＞ 

各研究者は夫々1 課題を担当し、研究の進捗状況を 3 ヶ月毎に実施する研究報告会で発

表し、その発表（研究成果）に対して研究代表者及び研究分担者全員で討議し、指導・助言を

受ける。各研究者は研究成果として、毎年１編以上の学術論文又はそれと同等の社会への

情報発信が出来る様に研究体制を構築することが事前に申し合わされている。 

＜研究プロジェクトに参加する研究者の人数＞ 

研究者は 16 名で構成する。内訳は、金沢工業大学 地域防災環境科学研究所の所属教

員 11 名、京都大学大学院 3 名、東京工業大学大学院１名、国立研究開発法人 港湾空港技

術研究所 1 名である。 

＜大学院生・PD 及び RA の人数・活用状況・研究者間の連携＞ 

各研究者は各自の研究課題を、各自が所属する研究組織のスタッフ及び大学院生の協力

で実施する。研究に協力する大学院生は、概ね 20 人/年であり、RA は概ね 40 人/年である。 

＜研究支援体制＞ 

各研究者の研究進捗報告で問題となった事項については、全員で解決法の意見交換をし

て、研究チーム間の連携と支援体制を構築している。また、適宜、外部の専門家（濱田政則

早稲田大学名誉教授）が参加して、研究成果の達成に助言する。 

研究活動の事務的な支援は金沢工業大学研究支援部が全面的に対応し、研究報告会に

も同席する。また、金沢工業大学 石川憲一学長が節目となる研究報告会、外部評価委員

会、シンポジウムに臨席し、研究進捗状況及び研究支援体制について指導・助言する。更

に、本研究所の沓掛哲男顧問（元防災担当大臣、元建設省技監）は本プロジェクトの実施に

際し、国土交通省各地方整備局との連携活動を支援し、シンポジウムでは国の防災対策と

過去に実施した防災対策の有効な検証事例等について発表し、情報発信を支援している。 

＜共同研究機関等との連携状況＞ 

金沢工業大学地域防災環境科学研究所、京都大学大学院、東京工業大学大学院、国立

研究開発法人 港湾空港技術研究所との連携を実施している。また、本研究プロジェクトは国

及び県の防災対策と密接に関係するので、本研究所と連携関係にある国土交通省北陸地方

整備局を中心にして、四国、近畿、中部地方整備局、静岡県との情報交換を実施している。 

（３）研究施設・設備等 

金沢工業大学地域防災環境科学研究所 6,051m2（構造物計測ｼｽﾃﾑ、自然エネルギー環境

計測ｼｽﾃﾑ、音環境計測ｼｽﾃﾑ、水環境計測ｼｽﾃﾑ、コンクリート環境計測ｼｽﾃﾑ）

京都大学大学院 工学研究科及び防災研究所 400m2（遠心載荷実験装置） 

東京工業大学大学院 100m2（土質実験装置） 

国立研究開発法人 港湾空港技術研究所 2,000m2（大規模波動水槽）

University California, Davis、900m2 （遠心載荷実験装置）

建築研究所 50m2（実物大大型風洞装置）、4m2（海上火災実験水槽） 
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（４）研究成果の概要 ※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。 

研究成果を外部に情報発信する為シンポジウムを下記の 5 回開催し、多くの参加者と有益

な情報交換を実施した。 

〇 平成 26 年シンポジウム： 研究プロジェクト 16 課題の研究成果発表会を金沢で実施。国

土交通省 四国・近畿・中部・北陸地方整備局、静岡県、金沢市が参加。参加者 180 名。

（*202, 313, 316, 317, 318, 319） 

〇 平成 27 年シンポジウム： 研究プロジェクト 16 課題の研究成果発表会を大阪、名古屋、

静岡で実施。国土交通省 四国・近畿・中部・北陸地方整備局、静岡県が参加。参加者

560 名。（*199, 200, 201, 280, 281, 282, 308） 

〇 平成 28 年シンポジウム：研究プロジェクト 16 課題の研究成果を「提言」する形で、大阪で

実施。国土交通省 近畿・中部・北陸地方整備局が参加。参加者 198 名。（*209, 331） 

南海トラフ巨大地震により巨大地震と巨大津波がこれまで災害経験の少ない脆弱な大都

市に来襲することから、未曽有の激甚災害が広範囲に発生し、数千万人の被災者が長期に

亘り、救援・支援を必要とする事態が想定される。そのため、実効性のある防災対策を社会

に情報発信する事に留意して研究を実施し、当初の研究成果が得られたと考えている。 

研究の進捗状況は 100％である。 

研究成果の発信は、雑誌論文に発表する事を第一としたが、研究課題によっては学術情

報による発信よりも広く警鐘喚起する方が適切な場合は、報道、新聞、講演会等の適切な情

報発信を優先した。本研究プロジェクトに関連した研究成果は、雑誌論文では海外論文 23

編、国内論文 20 編、合計 43 編、図書 9 編、特許 2 件、学会発表では国際会議 20 編、国内

学会等 47 編である。尚、国際会議の発表論文は、審査が雑誌論文と同程度に実施される場

合もあるが、雑誌論文には含めず学会発表の国際会議の項目でカウントしている。以上の学

術的研究成果に加えて、その他の研究成果として、講演 39 回、報道、新聞等 46 編である。

研究成果は研究課題により偏りがあるが、当初の目標を 100％達成出来たと考えている。以

下各研究課題について、具体的に記述する。 

研究テーマ 1 過去の大災害で指摘されながら未解決な防災力の向上対策 

課題 1-1 超巨大災害発生直後における被害状況の迅速な把握対策 （田村正行 教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

東日本大震災時の航空機や人工衛星による観測の問題点を明らかにし、地震によって引

き起こされる液状化や地盤変動を、衛星搭載レーダーによって迅速に検出する方法を開発し

た（＊2 ,7, 34, 48, 54, 77, 91, 92, 93）。次に、地盤変動を高精度に観測するために、衛星搭載

レーダーと電子基準点データを組み合わせる方法を開発した（＊3, 10, 49）。更に、衛星搭載

レーダーを用いて津波被害の範囲と程度を推定する方法を開発し（＊13, 44, 65）、衛星観測

データの解析結果と地理情報システムの融合方法をとりまとめた。 

＜優れた成果があがった点＞ 

衛星搭載レーダーによる観測データを用いて、大規模災害発生時における液状化、建物

被害、地盤変動を迅速に検出出来る方法を開発し、大規模災害時における被害状況の迅速

な把握には、光学センサに加えてレーダーの利用が有効であることを明らかにした。更に、災

害発生直後の被害状況を迅速に把握するには現状の衛星観測体制では不十分であり、民

間衛星や航空機も加えた観測態勢の組織的な構築が急務であることを指摘した。 

課題 1-2 巨大津波に対する港湾施設の防災対策 （栗山善昭 研究主監） 
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<研究成果> 達成度 100% 

東日本大震災による港湾施設（防波堤、水域施設、コンテナ・船舶、荷役施設）の被害状況

と被害原因を検討し、巨大津波が作用した際の港内及び港周辺の地形及び自然海浜の地

形変化を推定する手法を確立した（＊11, 45, 46, 47, 52, 53, 76, 229, 244）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

開発した数値シミュレーション手法は巨大津波による航路内の土砂の堆積や防波堤の洗

掘を推定出来るので、巨大津波により発生する脆弱部分が特定され、そこを集中的に補強す

る事により巨大津波に対する防災対策の実効性を飛躍的に高めることが出来る。また、想定

する津波高さに対する被害状況を予測出来るので、防災対策の策定と検証に利用すると、

防災対策の実効性を高めることが出来る。 

課題 1-3 巨大津波による火災対策 （増田達男 教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

気仙沼湾とその沿岸地域で発生した津波火災について、発生経緯、瓦礫流動特性、海上

火災の調査結果を基にして、縮小模型実験及びシミュレーション解析を実施し、瓦礫火災シミ

ュレーションプログラムを開発した（＊55, 62, 63, 64, 71, 72, 74, 80, 87, 100, 104, 105, 247, 321, 

322, 323, 324, 325, 326, 327, 349, 357, 358, 359, 360, 361, 362, 363, 364, 365）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

開発した火災シミュレーションプログラムを南海トラフ巨大津波に実施するケーススタディと

して、高知市を対象にシミュレーション解析を実施し、津波火災に対する有効な防火対策を提

案し、地域防災計画の実効性を評価した。 

課題 1-4 長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策 （髙畠秀雄 教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

本研究プロジェクトの全般的視点より、南海トラフ巨大災害についての実効性のある防災

対策のグランドデザインを発信した（＊29, 33, 108, 288, 289, 296, 300, 331, 333, 350, 356, 366, 

367, 371, 372, 373, 374）。次に、既存超高層ビルの長周期地震動に対する耐震性能を判断す

る簡易耐震診断法を提示し、長周期地震動に対して耐震性能が不足する既存超高層ビルの

耐震補強法として、オイルダンパーを用いた耐震補強の有効性を指摘し、耐震補強を簡易に

評価する簡易耐震補強法を開発した（＊1, 6, 8, 15, 36, 39, 220, 241）。開発した理論を実務技

術者に普及するため、計算ソフトを添付した著書（計算ソフト付）を出版した（＊25, 329, 330）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

遠隔地で発生した地震により生じた長周期地震動により、既存超高層ビルが地震動の

卓越周期と建物の周期が共振して大きな横揺れを発生し、その対策が社会的に急務の課

題となっている。既存及び新規超高層ビルの耐震性能を簡易に診断出来る簡易耐震診断

法を提示し、オイルダンパーを用いた耐震補強法の有効性を提案した。更に、耐震補強

時の耐震性能を評価する簡易耐震補強法を開発した。開発理論は瞬時に超高層ビルの耐

震性能を評価出来るので、実務技術者を対象とした実用的なプログラムソフトを備えた

書籍を出版した。この結果、超高層ビルの耐震性能の評価・向上に大きく寄与出来る。 

課題 1-5 巨大地震による市街地の液状化対策 （田村修次 准教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

東日本大震災における戸建て住宅の液状化被害の調査・分析を実施した（＊30, 37, 234, 

312）。液状化をする地盤における杭基礎の設計法を提案した（＊9）。液状化対策として柱状
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地盤改良法の有効性を提示した（＊4）。戸建て住宅の液状化対策法として杭と浮き基礎を併

用した方法を提案した（＊83）。既存戸建て住宅の液状化対策法として基礎連結法を提案し

た（＊60, 61）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

液状化地盤における杭基礎の基礎根入れ部に作用する地震時土圧の評価方法を明示

し、柱状地盤改良では改良体下部は非液状化層まで改良する必要があることを指摘し

た。液状化対策としては、新規戸建て住宅には杭と浮き基礎を併用する工法が、既存戸

建て住宅には基礎連結工法が有効であることを提案した。 

課題 1-6 巨大地震･巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策 （山岸邦彰 准教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

迅速な復興に不可欠で最も有効な手段である事業継続計画の実効性に着目し、アンケー

ト調査及び物流センターでの一時的な製品保管状態での耐震性能実験に基づく目標復旧期

間の予測に必要な脆弱性曲線の構築(＊21, 24, 70, 82, 96, 97, 98)と、それらを用いた復旧期

間予測システムを構築した。また、代替戦略に必要な立地リスクの予測法を確立しソフトウェ

アを作成した(＊228)。 

＜優れた成果があがった点＞ 

事業継続計画において復旧期間予測法を提案し、実効性の高い計画の策定が可能になっ

た。事業運営に関わる様々なリスクを金額で評価することにより、事業継続戦略における代

替地の意志決定が出来る情報を提供した。 

課題 1-7 巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策 （後藤正美 教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

木造住宅の耐震補強法として、高強度の発泡材を用いた耐震壁（壁倍率 1.5 の強度を有

する）を開発し、岐阜県高山市のモデル住宅に適用して検証データを得た（＊41, 85, 232）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

高強度の発泡材を用いた耐震壁は耐震性と断熱性を有するので、施主は耐震改修と同

時に当該壁の断熱性能の向上を得る事が出来る。本法はユニット化により工期の短縮と

コストダウンを図れるので、耐震補強の促進に寄与出来る。 

課題 1-8 巨大津波による大型石油タンクの防災対策 （西村 督 教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

大型石油タンクの津波に対する設計法を調査し、被災防止法を提案した（＊243, 245, 

249）。津波外力に対する大型石油タンクの限界状態解析を行い、タンク内の貯蔵量に対する

限界浸水深を提示し、浸水深とタンク内の貯蔵量に対する必要補強量を定量的に示す設計

チャートを提案した（＊17, 19, 20, 57）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

津波被害の分析からタンクの移動を使用限界状態とする被災防止方針を提案した。貯蔵

量 10,000kl 以上の新法大型石油タンクに対する津波対策として、タンクの形状、貯蔵量、津

波浸水深をパラメータとしたコンクリートとアンカーボルトの必要補強量が得られる設計法を

開発した。 

課題 1-9 超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策 （土田義郎 教授） 
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<研究成果> 達成度 100% 

避難状況の問題点を分析し、情報伝達における正常性バイアスを回避する必要性を示し

た。避難を確実にする緊急性の高い情報伝達法には、淡々とマニュアルの内容をアナウンス

しただけでは緊迫感がなく、情報の発信者から受信者の立場を替えて実際に聞こえる音声を

シミュレートしたうえでの訓練が必要であることを解明し、避難を確実にする放送訓練システ

ムを提示した（＊42, 59, 66, 101, 217, 257, 351）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

一般的な PC 及び周辺機器だけで、緊急避難放送の実効性を高めるアナウンスの訓練が

実施出来る実用的なシステムを開発した。 

課題 1-10 超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上対策 （木村定雄 

教授） 

<研究成果> 達成度 100% 

地域防災計画の可視化手法をプロセスモデルとして提案した（＊109, 110, 252）。地域特性

情報の共有化手法（地域情報データベースの構築と地域防災計画の実行可能性の測定・評

価手法）を提示し、災害ハザードが異なる 2 つの市町を比較して、地域防災計画の実行可能

性の評価と行政役割の脆弱性を分析した（＊12）。また、同研究成果を実践的に反映するた

め、高知県東洋町の防災力を評価した（＊18, 256）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

災害ハザードが異なる地域の地域防災計画の内容を行政職員や住民が理解可能なプ

ロセスモデルを提案して可視化した。発災時の行政と住民の役割・行動についての認識

を事前に検討出来る分析モデルを構築し、地域防災計画の実効性を高める事が出来る。 

研究テーマ 2 超巨大災害により新たに提起した防災力の向上対策 

課題 2-1 巨大津波に対する地下街及び地下鉄の防災対策 (牧 紀男 教授) 

<研究成果> 達成度 100% 

現地調査により梅田地下街への各通路の浸水防止対策の現状を把握し、データベースの

構築を実施して、地下街における情報伝達システム、地下街に滞在する人々の避難意識に

ついての調査を実施し、地下街からの避難方法として地下に滞在する人々に対して、津波発

生時、地上に避難することを徹底すること、更に、地下に設置した設備等の防水対策の実施

が必要であることを提言した（＊184, 240, 264, 271, 272, 273, 336）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

梅田の地下街における滞留者の避難に対する意識調査から、止水板の設置率が 54％で

あるので地下街への入り口から津波の浸水が想定されること、津波が来ることは認識してい

るが避難行動については検討をしていないことから、実効性ある避難行動の方法を確立し、

その普及化が急務である必要性を提言した。 

課題 2-2 巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策 (竹脇 出 教授) 

<研究成果> 達成度 100% 

地盤の非液状化時及び液状化時における杭の応答スペクトル解析法を提案した（＊123, 

124）。地盤特性のばらつきを考慮した地震時最大杭応答の不確定性解析法を開発した（＊

117, 118）。次に、地盤が液状化した構造物が巨大津波を受ける際の耐震性を向上させる方
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法を提示した（＊111, 112, 113, 115, 116, 149, 160, 280）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

地盤の非液状化時及び液状化時における杭の応答スペクトル解析法を開発した。更に、

地盤の液状化と津波荷重はばらつきが大きいため、構造物の耐震性の評価法として不確定

性解析法を提案した。また、津波荷重をインパルスで近似した場合の住宅・ビル建物の最悪

応答を予測出来る理論を提示した。 

課題 2-3 巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の維持管理対策 

(宮里心一 教授) 

<研究成果> 達成度 100% 

想定を超えた荷重によりひび割れを生じた鉄筋コンクリート部材は、ひび割れ箇所で局部

腐食を進行し、その速い腐食速度により、脆性破壊に至ることを解明した（＊126, 161, 167, 

170）。想定を超えた荷重を受けた鉄筋コンクリート部材でのひび割れの発生はデジタル画像

相関法を用いて残留ひずみが生じている箇所を特定する事により、判断出来る方法を開発し

た（＊143, 158）。また、微細ひび割れに対する簡易な補修方法として、けい酸塩系表面含浸

材塗布工法を開発した（＊129, 132, 139, 146, 157, 199）。巨大地震や巨大津波の発災後に、

上記方法を実装するため、実効性のある実施フローを提案した（＊140, 162, 163, 198, 251, 

339）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

過荷重により発生したひび割れが鉄筋コンクリート構造物の耐久性に悪影響を与え

るメカニズムを解明し、発災後の現場においてひび割れを簡易に補修出来る実効性のあ

る対策法を開発した。 

課題 2-4 救援･支援活動に使用する幹線道路の防災対策 (川村國夫 教授) 

<研究成果> 達成度 100% 

地震時における道路構造物の崩壊実績に基づく安定性評価を行い(＊130, 147, 148, 185, 

242, 281, 316, 343, 344, 355)、能登半島地震の被災実績から緊急輸送道路のネットワーク冗

長度を考慮した地震時の信頼度と、道路構造物の耐震化優先度箇所及び区間が決定出来

た（＊131）。以上の成果に基づき、「南海トラフ巨大地震」に対する北陸地方からの救援活動

を担う東海北陸自動車道の地震時における信頼度を算定し、その対応策としての具体的な

耐震化優先度区間の提案を行った（＊293）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

「南海トラフ巨大地震」に対して救援・支援が期待される東海北陸自動車道の重要性が指

摘されているが、北陸地域区間の白川郷 IC～小矢部 JCT 間は暫定 2 車線区間である。この

区間について、本研究で得られた手法を用いて 4 車線化を実施する際の耐震化優先を検討

した順序は、白川郷 IC～五箇山 IC 間、次に五箇山 IC～福光 IC 間、そして、最後に福光 IC

～小矢部 JCT 間となった。これは道路事業者(NEXCO 中日本)が進める今後の４車線化事業

の区間優先順と一致した。本研究成果の実用性が再確認出来た。 

課題 2-5 超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電･節電対策 (垂水弘夫 

教授) 

<研究成果> 達成度 100% 
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傾斜面・鉛直面（方位）に応じた時間帯別日射量・太陽光発電量の通年データを解析し（＊ 

144, 166）、学校建築に必要な太陽光パネルの設置面積を検討するため、避難者の最低限

の生活に必要なエネルギー需要、避難者数、発災時期をパラメータにした避難施設のエネル

ギー需給モデルを開発し、避難施設として学校建築が備えるべき太陽光発電・蓄電池・コー

ジェネレーション設備の各容量を提示した。（＊127, 133, 145, 165, 176, 183, 189, 227, 253, 

292, 298） 

＜優れた成果があがった点＞ 

避難者数 400 人を想定している多くの小学校等において、現在設置が進められている

10kW 程度の太陽光発電ではエネルギー供給能力が全く不足することを指摘し、必要な

太陽光発電・蓄電池・コージェネレーション設備の各設置容量を提示した。避難所機能

を備える新たな学校建築における、自然エネルギー（太陽光）の活用割合を判断出来る

指標を提示した。 

課題 2-6 超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策 (円井基史 准教授) 

<研究成果> 達成度 100% 

石巻市仮設開成・大橋団地を対象として避難所及び応急仮設住宅の生活環境の実態調

査及び屋外熱環境調査から、超長期滞在型仮設住宅の改善方法を提案した（＊156, 174, 

178, 179, 180, 181, 248）。 

＜優れた成果があがった点＞ 

限られた空地に多くの応急仮設住宅が建設された石巻市仮設開成・大橋団地等の調査

より、長期滞在型の応急仮設住宅はサイト地の風向き、日射、通風等を考慮した設置が

必要不可欠であり、災害が発生する前の防災計画に超長期滞在型の応急仮設住宅の在り

方を検討する必要性を学術的観点から発信した。 

＜課題となった点＞ 

本件プロジェクトは発生が危惧されている南海トラフ巨大地震に対する実効性ある

防災対策を学術的な視点から研究し、その成果を社会に提言する事にある。その為には

提言は学術的に評価されることが不可欠である。 

一方、巨大災害に対する防災計画の主務者は行政・民間であり、本提案を認識し、そ

れを具現化しない限り本提案は役立たない。本提案の周知と活用を推進するために、シ

ンポジウム、マスコミ、HP 等の多くの情報伝達手段を通して根気よく発信することが

必要不可欠である。しかし、研究期間が実質 3年弱のため、普及・啓発活動に十分の時

間が取れなかったことは課題である。この課題は研究を継続する事により解決したいと

考えている。 

＜自己評価の実施結果と対応状況＞ 

（研究プロジェクトの目標等に照らした自己評価の実施について） 

本研究プロジェクトに参加している全研究者は 3ヵ月毎に実施する研究報告会で、各

自が担当する研究課題の研究成果と進捗状況を報告し、全員で討議する事により、自己

評価が実施出来ていると考えている。また、研究成果の発信は毎年 1編以上の学術情報

の発信をすることを事前に申し合わせているので、自己評価は達成されている。 
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（その結果を研究費等の資源の配分へ反映させるためのルールの適切な設定について） 

研究費は 4 月、9 月、12 月の 3 段階で順次調整し、研究成果に反映させた適切な配分を

実施している。また、研究の進捗により突発的に発生した高額な研究費に対してもその内容

を精査して適切に対応している。 

（本プロジェクトに係る費用対効果についての分析について） 

本プロジェクトに係る費用対効果は十分に達成されていると考えている。研究成果報告会

では「実効性のある防災対策」を提言するために、シンポジウム形式で結論を社会に発信す

る事を大切にした。そのため、「提言」を含めた合計 5 回開催したシンポジウムは各研究者に

使命感を与え、情報発信の大切さを実感させたと判断している。本研究プロジェクトに参加す

る研究者はベテランと若手の混在であり、若手研究者の育成に大いに貢献したと考えてい

る。本研究プロジェクトで経験したことは、各人の研究者としての今後の研究活動にとって貴

重な経験となると考えている。 

＜外部（第三者）評価の実施結果と対応状況＞ 

２年目の中間（H27 年 1 月 10 日実施）に外部評価委員会を開催した。外部評価委員には

濱田政則（早稲田大学名誉教授・元土木学会会長）と辻文三（日本総合試験所理事長・

元京都大学副学長）の 2名に就任を依頼し、評価結果を研究に反映した。外部評価では

研究の目的に対応した各研究課題の進捗状況は適切と評価された。各研究者に対して研

究成果を社会に発信する際の手段と効果についても有益な指摘を受けて、南海トラフ巨

大災害の発生が危惧される大阪、名古屋、静岡でのシンポジウムに反映した。また、各

研究者に対して指摘された事項は、各研究者からその対処法を研究報告会に文書で提出

し全員で了承した。一方、連携関係にある国土交通省北陸地方整備局を中心にして、四

国、近畿、中部の各地方整備局、及び静岡県の防災担当部局との意見交換を実施して、

現状の防災対策の推移を研究に反映した。平成 28 年 2 月 23 日に実施した「提言」のシ

ンポジウムでは、提言内容の実効性についての質問を事前に行政側から受けて、それに

対する回答を提示する事により外部評価を積極的に受容した。 

＜研究期間終了後の展望＞ 

本研究プロジェクトは継続する予定である。 

研究のステップは研究成果を実用化・普及化する段階にあり、国、県、市町村、民間が実

施する防災対策に反映される様にインパクトのある情報発信を実施する。 

継続に際しては、南海トラフ巨大地震は我が国の経済基盤を根底から揺るがすので、復興

は極めて難しい状況にあると考えられる。そのためには、災害を極めて小さくする事が必要で

あり、巨大地震と巨大津波の作用により大きなダメージを受ける社会資本と、長期間の避難

所及び応急仮設住宅の問題を検討する。我が国の現状での経済力でなく、激甚災害が発生

し、復興に国家予算の数倍を要する状況で実施出来る防災対策を多面的に研究する。過去

の大震災で実施出来た事は、南海トラフ巨大災害では経済的に不可能であり、想定基盤を変

える必要がある。異なる専門分野の研究者を加えて、多面的且つ組織的に短期間で成果が

出る研究組織で臨みたいと考えている。それに必要な施設・装置・設備は現有のものを最大

限活用する。 
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＜研究成果の副次的効果＞ 

（研究成果の活用状況について） 

・ 研究成果報告会では国土交通省四国、近畿、中部、北陸の各地方整備局の総括防災調

整官及び静岡県危機政策課主査との意見交換を実施して、現在行政が進行中の防災対

策にどの様に反映出来るかを検討している。 

・ 研究成果は本研究所の HP に逐次公開しているので、それを見た自治体からの問合せや

視察があり、また、防災問題を扱う企業からの委託研究や相談が増加している。また、公

開シンポジウム（研究成果報告会）で配布した資料を用いて、社内研修に使用したい旨の

問い合わせが上場企業から複数ある。(例えば東京電力（株）他数社)  

・ 研究テーマ 2 課題 2-4 「救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策」の研究成果

は、北陸地方富山県高岡北から石川県七尾を結ぶ（最終的には石川県輪島市まで）高規

格緊急輸送道路「能越自動車道」（国交省）の道路構造物の安全性や耐震化に関する設

計・施工に活用された。 

（実用化・企業化の見通しについて） 

・ 各研究成果は学術的な成果を実用化・企業化、更に NETIS 取得に取組み中である。 

・ 研究テーマ 1 課題 1-3 「巨大津波による火災対策」の研究成果として、瓦礫火災シミュレー

ションプログラムを含む津波火災の予測手法を国土技術政策総合研究所・建築研究所及

び民間の都市系コンサルタントと共同で実用化の予定である。 

・ 研究テーマ 1 課題 1-4 「長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策」では、超高層ビル

の簡易耐震診断法及び簡易耐震補強法について実用ソフトを出版（＊25）している。 

・ 研究テーマ 1 課題 1-9 「超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策」の

研究成果として、実用的な防災放送訓練システムを実用化の予定である。 

（特許の申請状況について） 

・ 研究テーマ 1 課題 1-7 「巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策」の研究成果として、

耐震壁に高強度の発泡剤を用いた既存木造住宅の耐震化を特許申請（平成 26 年 3 月に

特願 2014-059926 として特許出願中）をして、公開中である（＊41）。 

・ 研究テーマ 2 課題 2-5 「超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電･節電対

策」の研究成果として、「住宅換気システム（付設温室アースチューブ住宅換気システム）」

について特許申請をし公開中である（＊155）。 
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１２ キーワード（当該研究内容をよく表していると思われるものを８項目以内で記載してくださ

い。） 

（１） 南 海 ト ラ フ  （２） 防災対策 （３） 巨大地震対策  

（４） 巨大津波対策 （５） 避難対策 （６） 避難所・応急仮設住宅 

（７） 救援支援対策  （８） 液状化  

１３ 研究発表の状況（研究論文等公表状況。印刷中も含む。） 

上記、１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付すこと。 

研究発表一覧 

研究テーマ 1 研究テーマ 2 プロジェクト全体 

雑誌論文 
海 外 15 （13） 16 （10） 31  （23） 

国 内 9 （ 6） 22 （14） 31  （20） 

小  計 24 （19） 38 （24） 62  （43） 

図  書 16 （ 8） 6 （ 1） 22  （ 9） 

特  許 1  ( 1) 1  ( 1) 2  （ 2） 

学会発表 
国際会議 13 （10） 12 （10） 25  （20） 

国内会議 56 （34） 40 （13） 96  （47） 

小  計 69 （44） 52 （23） 121  （67） 

研究成果の

公開状況 

実施済 10  （ 6） 

実施予定 2  （ 0） 

小  計 12  （ 6） 

１３ 研究発表の状況 合 計 219 （128） 

１４ その他の研究成果 

講 演 83 （39） 

報 道 26 （12） 

新 聞 46 （34） 

企業との連携 22 （18） 

小  計 177 （103） 

１３項目と１４項目の合計 396 （231） 

（ ）は ＊ が付してある数 

研究テーマ 1 過去の大災害で指摘されながら未解決な防災力の向上対策 
＜雑誌論文＞ 

【海外論文】 

＊1 H. Takabatake, Y. Kitada, T. Yasui; （査読有 印刷中） 

“Quake resistance testing and improvement for exisiting tall buildings subject to 

long-period ground motion”, International Journal of Advanced Structural 

Engineering. 

＊2 T. ElGharbawi, M. Tamura; （査読有） 

“Estimating deformation due to soil liquefaction in Urayasu city, Japan using 

permanent scatterers”, 

ISPRS Journal of Photogrammetry and Remote Sensing, vol.109, pp.152-164, 2015. 

＊3 T. ElGharbawi, M. Tamura; （査読有） 
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“Coseismic and postseismic deformation estimation of the 2011 Tohoku Earthquake 

in Kanto Region”, 

Japan using InSAR Time Series Analysis and GPS, Remote Sensing of Environment, 

Vol.168, pp.374-387, 2015.  

＊4   D. Rayamajhi, S. Tamura, M. Khosravi, R. Boulanger, D. Wilson, S. Ashford, C. Olgun; 

（査読有） 

“Dynamic centrifuge tests to evaluate reinforcing mechanisms of soil-cement 

columns in liquefiable sand”, Journal of Geotechnical and Geoenvironmental 

Engineering, ASCE, Vol.141, No.6, 04015015-1-9, 2015. 

5  H. Takabatake; （査読有） 

“A simplified analysis of rectangular floating plates subjected to moving loads”, 

Ocean Engineering, Vol.97, No.5, pp.37-47, 2015.  

＊6 H. Takabatake, M. Yasui, Y. Nakagawa, A. Kishida; （査読有） 

“Response to short communication on ‘Relaxation method for pounding action 

between adjacent buildings at expansion joint”, Earthquakes Engineering & Structural 

Dynamics, Vol.44, No.1, pp.163-165, 2015. 

＊7 K. Ishitsuka, M. Tamura, T. Matsuoka; （査読有） 

“Equivalent stacking of polarimetric synthetic aperture radar interferograms based 

on analysis of persistent and distributed scatterers”, IEEE Geoscience and Remote 

Sensing Letters, Vol.11, No.8, pp.1360-1364. 2014.  

＊8 H. Takabatake, M. Yasui, Y. Nakagawa, A. Kishida; （査読有） 

“Relaxation method for pounding action between adjacent buildings at expansion 

joint”, Earthquake Engineering & Structural Dynamics, Vol.43, No.9, pp.1381-1400, 

2014.  

＊9 S. Tamura, T. Hida; （査読有） 

“Pile stress estimation based on seismic deformation method with embedment 

effects on pile caps”, Journal of Geotechnical and Geoenvironmental Engineering, 

ASCE, Vol.140, No.9, pp. 04014049-1-12, 2014. 

＊10   T. ElGharbawi, M. Tamura; （査読有） 

“Measuring deformations using SAR interferometry and GPS observables with 

geodetic accuracy: Application to Tokyo, Japan”,  

ISPRS Journal of Photogrammetry and Remote Sensing, Vol.88, pp.156-165, 2014. 

＊11   Y. Kuriyama, K. Takahashi, S. Yanagishima, T. Tomita; （査読有） 

“Beach profile change at Hasaki, Japan, caused by 5-m-high tsunami due to the 2011 

off the Pacific coast of Tohoku Earthquake”, Marine Geology, 355, pp.234–243, 2014. 

＊12   S. Kimura; （査読有） 

“Operational risk for slope disaster in the NOTO Peninsula earthquake”,  

International Journal of Landslide and Environment, abstract volume, Vol.1, No.1, 

pp.45-46, 2013. 

＊13   C.D. Parape, C. Premachandra, M. Tamura, et al.; （査読有） 

“Building damage and business continuity management in the event of natural 

hazards: case study of the 2004 Tsunami in Sri Lanka”, SUSTAINABILITY, Vol.5, 

No.2, pp.456-477, 2013. 
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14   H. Takabatake; （査読有） 

“Effects of dead loads on dynamic analyses of beams subject to moving loads”, 

Earthquakes and Structures, Vol.5, No.5, pp.589-605, 2013. 

＊15   H. Takabatake, F. Ikarashi; （査読有） 

“New vibration control device and analytical method for slender structures”, 

Earthquakes and Structures, Vol.4, No.1, pp.11-39, 2013. 

【国内論文】 

16   土田義郎; 

兼六園に見る作庭とサウンドスケープ, 

ED place（環境デザイン部会機関誌）, 日本デザイン学会, No.74, pp.8-9, 2015. 

＊17   西村 督; （査読有） 

津波外力に対する大型液体貯蔵タンクの限界状態解析による補強設計, 

第 38 回情報・システム・利用・技術シンポジウム論文集, pp.79-84, 2015. 

＊18   木村定雄; （査読有） 

地域防災計画の実践におけるリスクコミュニケーションからみた実行可能性, 

土木学会論文集 

＊19   飯田福司, 山岸邦彰, 西村 督, 後藤正美; （査読有） 

加振実験による木製水槽の地震時挙動に関する研究, 

日本地震工学会論文集, 第 15 巻, 第 2 号, pp.2-10, 2015. 

＊20   飯田福司, 山岸邦彰, 西村 督, 後藤正美; （査読有） 

強振動実験による木製水槽の地震時挙動に関する実験的研究, 

日本建築学会構造工学論文集, Vol.61B, pp.251-256, 2015. 

＊21   野田 博, 畦 直人, 作田美知子, 佐々木亮治, 山岸邦彰; （査読有） 

建物の部材耐力に基づく強風災害リスク, 

第 23 回風工学シンポジウム, pp.145-150, 2014. 

22   飯田福司, 山岸邦彰, 西村 督, 後藤正美; （査読有） 

木製水槽の製作時および貯水時における歪状態に関する実験的研究, 

空気調和・衛生工学会論文集, No.212, pp.7-12, 2014. 

23   西村 督, 山中郁美; （査読有） 

擬似焼きなまし法を用いた膜曲面の極小曲面探索法, 

第 37 回情報・システム・利用・技術シンポジウム論文集, pp.85-90, 2014. 

＊24   北林昂祐, 山岸邦彰; （査読有） 

2011 年東北地方太平洋沖地震における生産施設の事業継続の現状と地震被害

（その 2）,  
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175  神田奈々江, 垂水弘夫, 西澤 淳, 桑原亮一, 岩瀬和夫; 

地下水利用放射空調システムに関する研究Ⅵ, -地域防災環境科学研究所における

環境建築 研究 その 22-,  

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, 平塚市, 2015. 9. 

＊176  飯田太朗, 垂水弘夫; 

災害時避難施設等のエネルギー供給に関する検討, -地域防災環境科学研究所に

おける環境 建築研究 その 23-, 

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, 平塚市, 2015. 9. 

177  辻 和也、円井基史; 

金沢市街における冷気流の拡散・消失に関する熱流体解析 -夏季夜間の市街地暑

熱環境緩和に向けた検討-, 
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日本ヒートアイランド学会第 10 回全国大会, pp.110-111, 南埼玉郡, 2015. 8. 

＊178  円井基史; 

金沢市街における建物構造・人工排熱・冷気流に着目した夏季夜間の熱環境分析, 

日本ヒートアイランド学会第 10 回全国大会, pp.46-47, 南埼玉郡, 2015. 8. 

＊179  円井基史;  

避難所生活の実態把握-主に石巻市仮設住宅住民へのアンケート調査より-, 

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 58 号, 長岡造形大学, 2015. 7. 

＊180  円井基史; 

避難所生活の実態把握-主に石巻市仮設住宅住民へのアンケート調査より-, 

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 58 号, pp.473-476, 長岡市, 2015. 7. 

＊181  円井基史;  

応急仮設住宅の生活環境に関するアンケート調査-石巻市仮設開成・大橋団地の

住民を対象に-, 

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 58 号, pp.477-450, 長岡市, 2015. 7. 

182  神田奈々江, 垂水弘夫, 西澤 淳, 桑原亮一, 岩瀬和夫; 

地下水利用放射空調システムにおける性能評価に関する研究, 室内発熱負荷等に

対応する PMV 制御の検討,  

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 58 号, 長岡市, 2015. 7. 

＊183  飯田太朗, 垂水弘夫; 

サービスエリア施設の防災拠点化のための太陽光発電の適用に関する研究, 

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 58 号, 長岡市, 2015, 7. 

＊184  牧 紀男, 伊永 勉; 

地下街からの水害時の避難に関する基礎的考察-梅田地下街におけるアンケート調

査から, 地域安全学会梗概集, No.36, pp.161-164, 大島町, 2015. 5. 

＊185  澤山雅則, 川村國夫, 佐藤裕司;  

平成 25 年 11 月降雨による道路沿い斜面崩壊現場の解析と今後の管理について, 

平成 26 年度地盤工学会 「第 20 回地盤工学に関わる実務者報告会」, 新潟市, 

2015. 1. 

186  小島紘太郎, 藤田皓平, 竹脇 出; 

地震動を受ける構造物－杭－地盤連成系の地盤特性の不確定性を考慮したロバス

ト性解析, 第 63 回理論応用力学講演会論文集, 東京都目黒区, 2014. 9. 

187  坂本泰邦, 垂水弘夫, 桑原亮一, 岩瀬和夫; 

地下水利用放射空調システムに関する研究Ⅴ, -地域防災環境科学研究所におけ

る環境建築 研究 その 19-,  

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, pp.779-780, 神戸市, 2014. 9. 

188  坂本 剛, 垂水弘夫, 前田雅喜; 

調湿建材を用いた排湿外壁構造の開発Ⅶ, -地域防災環境科学研究所における環

境建築研究 その 20-, 

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, pp.781-782, 神戸市, 2014. 9. 

＊189  飯田太朗, 垂水弘夫; 

ルーフポンドによる屋上スラブ貫流熱低減効果に関する研究, -地域防災環境科学

研究所における環境建築研究 その 21-,  

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, pp.783-784, 神戸市, 2014. 9. 
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190  坂本泰邦, 垂水弘夫, 桑原亮一, 西澤 淳, 岩瀬和夫; 

自然エネルギー活用に関する北陸の事例研究 その 1, 地下水を熱源とする天井放

射空調システムのＰＭＶ制御に関する研究,  

空気調和・衛生工学会学術講演会講演論文集, pp.353-356, 秋田市, 2014. 9. 

191  坂本 剛, 垂水弘夫; 

自然エネルギー活用に関する北陸の事例研究 その 2, フィールド試験棟を用いた

排湿外壁構造の排湿量推定に関する研究,  

空気調和・衛生工学会学術講演会講演論文集, pp.357-360, 秋田市, 2014. 9. 

192  飯田太朗, 垂水弘夫; 

自然エネルギー活用に関する北陸の事例研究 その 3, ルーフポンド設置による貫

流熱低減効果に関する実測調査研究,  

調和・衛生工学会学術講演会講演論文集, pp.361-364, 秋田市, 2014. 9. 

193  坂本泰邦, 垂水弘夫, 桑原亮一, 西澤 淳, 岩瀬和夫; 

地下水を熱源とする天井放射空調システムの PMV 制御に関する研究, 放射・対流

空調及び連続・間欠運転間の比較検討,  

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 57 号, pp.270-273, 高岡市, 2014. 7. 

194  坂本 剛, 垂水弘夫, 前田雅喜; 

フィールド試験棟を用いた排湿外壁構造の排湿量推定に関する研究, 従来の排湿

量推定手法の検証と改善,  

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 57 号, pp.262-265, 高岡市, 2014. 7. 

195  飯田太朗, 垂水弘夫; 

ルーフポンド設置による貫流熱低減効果に関する実測調査研究, コンクリートスラブ

面・土壌緑化面等との比較を含めて,  

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 57 号, pp.188-191, 高岡市, 2014. 7. 

196  円井基史; 

現地調査と熱環境シミュレータによる金沢市街地の夏季気温分布の分析, 

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 57 号, pp.306-309, 高岡市, 2014, 7. 

197  円井基史;  

冷気流による気温低減効果に関する夏季実測 -金沢市街における一昼夜の気温

分布図の作成-,  

日本ヒートアイランド学会第 9 回全国大会, pp.112-113, 佐賀市, 2014. 7. 

＊198  宮里心一, 山本貴士; 

コンクリート構造物の劣化調査を踏まえた維持管理優先度の考え方,  

日本学術会議, 材料工学連合講演会講演概要集, 第 57 巻, pp.87-88, 京都市, 

2013. 10. 

＊199  黒岩大地, 宮里心一, 高島達行; 

けい酸塩系表面含浸材を湿布で微細ひび割れへ塗布した場合の補修効果, 

土木学会, 第 68 回 年次学術講演会講演概要集, pp.463-464, 大阪市, 2013. 9. 

200  坂本泰邦, 垂水弘夫, 桑原亮一, 岩瀬和夫; 

地下水利用放射空調システムに関する研究Ⅳ, -地域防災環境科学研究所におけ

る環境建築 研究 その 15-,  

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, pp.745-746, 札幌市, 2013. 8.  

201  坂本 剛, 山口翔太, 垂水弘夫, 前田雅喜; 
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調湿建材を用いた排湿外壁構造の開発Ⅴ, -地域防災環境科学研究所における環

境建築研究その 16-,  

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, pp.747-748, 札幌市, 2013. 8. 

202  山口翔太, 坂本 剛, 垂水弘夫, 前田雅喜; 

調湿建材を用いた排湿外壁構造の開発Ⅵ, -地域防災環境科学研究所における環

境建築研究その 17-,  

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, pp.749-750, 札幌市, 2013. 8. 

203  簗場圭佑, 垂水弘夫; 

オーニング設置効果に関する室内温熱環境実測, -地域防災環境科学研究所にお

ける環境建築研究その 18-,  

日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学Ⅰ, pp.751-752, 札幌市, 2013. 8. 

204  円井基史; 

金沢市街地における冷気流と川風による気温低減効果に関する夏季実測 -昼夜の

気温・風向風速分布図の作成-,  

日本ヒートアイランド学会第 8 回全国大会, pp.86-87, 長野市, 2013. 7. 

205  坂本 剛, 垂水弘夫, 前田雅喜; 

人工気象室を用いた排湿外壁構造実用化のための実験研究, 夏期における湿気

流入量の把握と遮湿戸の有効性評価,  

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 56 号, pp.207-210, 金沢市, 2013. 5.  

206  簗場圭佑, 垂水弘夫; 

いしかわエコハウスにおけるオーニング設置効果に関する調査研究, オーニングの

張出し・収納に伴う室内温熱環境の変化の把握,  

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 56 号, pp.211-214, 金沢市, 2013. 5. 

207  坂本泰邦, 垂水弘夫, 岩瀬和夫, 桑原亮一; 

地下水を熱源とする天井放射空調システムに関する実験研究, 地下水汲上げ量及

びシステム循環水量の PMV 制御,  

日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 56 号, pp.231-234, 金沢市, 2013. 5. 

＜研究成果の公開状況＞（上記以外） 

シンポジウム・学会等の実施状況、インターネットでの公開状況等 

研究テーマ１及び研究テーマ 2 について区別せずに表記 

＜既に実施しているもの＞ 

198  金沢工業大学地域防災環境科学研究所 HP 

http://wwwr.kanazawa-it.ac.jp/ides/ 

本研究プロジェクト及び本研究所の活動については随時研究成果を掲載している。 

＊209  公開シンポジウム 

“提言：南海トラフ超巨大災害に対する実効性ある防災対策” 最終研究成果報告

会, シンポジウム資料 全 97 頁, 

大阪国際会議場, 2016. 2. http://wwwr.kanazawa-it.ac.jp/ides/ 

田村正行; “超巨大災害発生直後における被害状況の迅速な把握対策”, 

栗山善昭; “巨大津波に対する港湾施設の防災対策”, 

増田達男; “巨大津波による火災対策”, 
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髙畠秀雄; “長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策”, 

田村修次; “巨大地震による市街地の液状化対策”, 

山岸邦彰; “巨大地震・巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策”, 

後藤正美; “巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策”, 

西村  督; “巨大津波による大型石油タンクの防災対策”, 

木村定雄; “超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上対策”, 

竹脇  出; “巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策”, 

宮里心一; “巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の維持管理

対策”, 

川村國夫; “救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策”, 

垂水弘夫; “超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電・節電対策”, 

円井基史; “超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策” 

＊210  公開シンポジウム 

“南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策” 研究成果報告会, シンポジウム資料

全 90 頁, 

 静岡県地震防災センター, 2015. 9.    http://wwwr.kanazawa-it.ac.jp/ides/ 

増田達男; “巨大津波による火災対策”, 

髙畠秀雄; “長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策”, 

山岸邦彰; “巨大地震・巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策”, 

土田義郎; “超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策”, 

木村定雄; “超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上対策”, 

竹脇  出; “巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策”, 

宮里心一; “巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の維持管理

対策”, 

円井基史; “超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策” 

＊211  公開シンポジウム 

“南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策” 研究成果報告会, シンポジウム資料

全 90 頁, 

名古屋国際会議場, 2015. 8.         http://wwwr.kanazawa-it.ac.jp/ides/ 

田村正行; “超巨大災害発生直後における被害状況の迅速な把握対策”, 

栗山善昭; “巨大津波に対する港湾施設の防災対策”, 

増田達男; “巨大津波による火災対策”, 

髙畠秀雄; “長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策”, 

田村修次; “巨大地震による市街地の液状化対策”, 

山岸邦彰; “巨大地震・巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策”,  

後藤正美; “巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策”, 

西村  督; “巨大津波による大型石油タンクの防災対策”, 

土田義郎; “超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策”, 

木村定雄; “超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上対策”, 

牧  紀男; “巨大津波に対する地下街及び地下鉄の防災対策”, 

竹脇  出; “巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策”, 

宮里心一; “巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の維持管理

対策”, 
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川村國夫; “救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策”, 

垂水弘夫; “超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電・節電対策”, 

円井基史; “超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策” 

＊212  公開シンポジウム 

“南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策” 研究成果報告会, シンポジウム資料

全 90 頁, 

大阪国際会議場, 2015. 8.           http://wwwr.kanazawa-it.ac.jp/ides/ 

田村正行; “超巨大災害発生直後における被害状況の迅速な把握対策”, 

栗山善昭; “巨大津波に対する港湾施設の防災対策”, 

増田達男; “巨大津波による火災対策”, 

髙畠秀雄; “長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策”, 

田村修次; “巨大地震による市街地の液状化対策”, 

山岸邦彰; “巨大地震・巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策”, 

後藤正美; “巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策”, 

西村  督; “巨大津波による大型石油タンクの防災対策”, 

土田義郎; “超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策”, 

木村定雄; “超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上対策”, 

牧  紀男; “巨大津波に対する地下街及び地下鉄の防災対策”, 

竹脇  出; “巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策”, 

宮里心一; “巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の維持管理

対策”, 

川村國夫; “救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策”, 

垂水弘夫; “超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電・節電対策”, 

円井基史; “超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策” 

＊213  公開シンポジウム 

“南海トラフ巨大地震の防災対策について”, 研究成果報告会, シンポジウム資料 

全 58 頁, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所, 2014. 9. 

http://wwwr.kanazawa-it.ac.jp/ides/ 

田村正行; “超巨大災害発生直後における被害状況の迅速な把握対策”, 

栗山善昭; “巨大津波に対する港湾施設の防災対策”, 

増田達男; “巨大津波による火災対策”, 

髙畠秀雄; “長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策”, 

田村修次; “巨大地震による市街地の液状化対策”, 

山岸邦彰; “巨大地震・巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策”, 

後藤正美; “巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策”, 

西村  督; “巨大津波による大型石油タンクの防災対策”, 

土田義郎; “超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策”, 

木村定雄; “超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上対策”, 

牧  紀男; “巨大津波に対する地下街及び地下鉄の防災対策”, 

竹脇  出; “巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策”, 

宮里心一; “巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の維持管理

対策”, 
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川村國夫; “救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策”, 

垂水弘夫; “超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電・節電対策”, 

円井基史; “超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策” 

214  増田達男; “金澤町家の新しい活かし方”, 古民家再生の会, 2015. 8. 

215  土田義郎;  

“北欧海外事例に見るサイン環境の調査報告 聴覚を活用したサイン”, 

日本福祉のまちづくり学会・日本建築学会主催 シンポジウム,  

“五感を活用したサイン環境デザインの可能性”, 2015. 2. 

216  土田義郎; 

“大阪都心部にあるサインの役割とその課題 梅田地区のサイン環境と課題”,  

日本福祉のまちづくり学会 サイン環境特別研究委員会公開研究会（関西支部セミ

ナー共催）, “大阪都心部のサイン環境からユニバーサルサインを考える”, .2014. 9. 

＊217  土田義郎; 

“音環境とサイン”, 日本福祉のまちづくり学会,  

第 17 回全国大会（広島）研究討論会『「わかりやすさ」のユニバーサルデザイン―心

地良い環境の創造にむけて』, 2014. 8. 

＜これから実施する予定のもの＞ 

218  垂水弘夫; 講演 

“農業用温室における地中熱利用技術等の活用について”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2016. 4. 

219  宮里心一; 講演  

“北陸地方におけるコンクリート製道路橋の塩害に対するマネジメント”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2016. 6. 

１４ その他の研究成果等 

研究テーマ１及び研究テーマ 2 について区別せずに表記 

【講演】 

＊220  髙畠秀雄; 講演 

“超高層ビルの簡易動的設計法の紹介”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 超高層ビルの簡易動的設計法講習会, 

2016. 3. 

＊221  竹脇 出; 講演 

“地盤の影響を考慮した解析”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 超高層ビルの簡易動的設計法講習会, 

2016. 3. 

＊222  土田義郎; 講演 

“超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2016. 3. 

＊223  川村國夫; 講演  
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“救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2016. 3. 

224  増田達男; 講演  

“金澤町家周遊ツアー「里見町界隈ツアー：知られざる都心の歴史的環境」”, フード

ピア 2016, 2016. 2. 

＊225  田村正行; 講演  

“災害監視と国土管理のための衛星リモートセンシングの利用”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2016. 1. 

＊226  竹脇 出; 講演 

“断層近傍地震動と長周期地震動に対する建物の弾塑性極限応答”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 12. 

＊227  垂水弘夫; 講演  

“災害発生時避難施設のための建築・設備の技術”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 11. 

＊228  山岸邦彰; 講演 

“事業継続の観点から見た建設事業”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 11. 

＊229  栗山善昭; 講演  

“津波による港内地形変化”, 四国のみなと特別講演会 2015，2015. 11. 

230  増田達男; 講演 

“金沢の歴史的建築とまちなみ”, 金沢ボランティア大学校, 2015. 11. 

231  増田達男; 講演  

“歴史的住宅建築の外観様式”, うめばちの会講習会, 2015. 10. 

＊232  後藤正美; 講演  

“巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 10. 

233  木村定雄; 講演 

“法的視点からみた維持管理”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 10. 

＊234  田村修次; 講演  

“戸建て住宅の液状化対策”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 9. 

235  増田達男; 講演 

“建造物・まちなみ見学と実習”, 金沢ボランティア大学校, 2015. 9. 

236  増田達男; 講演  

“金沢の歴史的建築とまちなみ”, 金沢ボランティア大学校, 2015. 9. 

237  増田達男; 講演  

      “住み継ぐ町家 士農工商ツアー（金澤町家巡遊）”, NPO 法人金澤町家研究会, 2015. 

9. 

238  増田達男; 講演 

“城下町金沢の建築文化とまちなみ”, 高砂大学大学院, 2015. 8. 

239  増田達男; 講演  

“保存活用のマネジメント（再生）”, 石川県ヘリテージマネージャー講習会, 2015. 8. 
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＊240  牧 紀男; 講演 

“東日本大震災の教訓と巨大津波に対する防災対策”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 8. 

＊241  髙畠秀雄; 講演  

“長周期地震動と構造物の耐震性能”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 8. 

＊242  川村國夫; 講演 

“災害に強い道づくりのためにー防災ドクターから道路エンジニアへのメッセージ”, 

建設コンサルタント協会特別講演会, 2015. 8. 

＊243  西村 督; 講演  

“津波による大型石油タンクの被災シナリオ”,  

シェルと空間構造に関する夏季セミナー, 2015. 8. 

＊244  栗山善昭; 講演 

“巨大津波に対する港湾施設の防災対策”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 7. 

＊245  西村 督; 講演  

“液体貯蔵タンクの津波外力に対する使用限界状態解析 その 1 基礎式と解析の

方針”, 日本建築学会北陸支部研究報告集, 第 58 号, 2015. 7. 

246  田村正行； 講演  

ExelisVIS 株式会社と共同でスイス sarmap 社より講師を招き、“最新のレーダー画像

解析方法について”, SAR データ解析セミナー, 2015. 7. 

＊247  増田達男, 永野紳一郎; 講演  

“南海トラフの巨大津波による大規模火災の予測と防火対策” 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 6. 

＊248  円井基史; 講演 

“災害対応活動における応急仮設住宅の建設および運営管理”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 6. 

＊249  西村 督; 講演  

“巨大津波による大型石油タンクの防災対策”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 6. 

250  髙畠秀雄; 講演 

“日本流ものづくり”, 石川県建築士事務所協会, 2015. 5. 

＊251  宮里心一; 講演  

“環境作用や外力により劣化・損傷したコンクリート構造物の維持管理”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 5. 

＊252  木村定雄; 講演  

“地域防災計画に基づく関係主体の防災活動の実行可能性の定量的評価手法に関

する研究”, 「現地説明」, 高知県東洋町, 2015. 3. 

＊253  垂水弘夫; 講演  

“ゼロエネルギー建築の技術で生き残りを －Net-Zero Energy Building and House

－”, 金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 3. 

254  髙畠秀雄; 講演  

“グローバル化する世界での我が国の技術力－建築・土木技術を中心として－”, 
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金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2015. 2. 

255  増田達男; 講演  

“野々市の町家の特徴とその可能性”, 

ボランティアガイドののいち里まち倶楽部, 2015. 2. 

＊256  木村定雄; 講演  

“地域防災の実行可能性について”, 「現地説明」, 高知県東洋町, 2014. 12. 

＊257  土田義郎; 講演 

“避難行動を促す効果的な防災放送に関する検討と放送訓練システムの提案”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2014. 12. 

258  円井基史; 講演  

“緑や水の微気象緩和効果を活かした都市・建築の環境設計”, 

石川県設備設計監理協会, 2014. 11. 

259  増田達男; 講演 

“総構と隠れた歴史を探訪する”, 金沢工業大学建築系同窓会積木会, 2014. 11. 

260  増田達男; 講演  

“金沢の歴史的建築とまちなみ”, 金沢ボランティア大学校, 2014. 11. 

261  川村國夫; 講演  

“H19. 能登半島地震発生後の輪島市門前町の鳴り砂（鳴き砂）”, 

平成 26 年度輪島市青年商工会議所講演会, 2014. 11. 

262  川村國夫; 講演  

“東日本大震災その後の鳴り砂（鳴き砂）海岸”,  

（一社）北陸地域づくり協会（旧建設弘済会）事業報告講演会, 2014. 10. 

263  川村國夫; 講演 

“土砂災害の減災対策と避難情報発令”, 

平成 26 年度石川県内 11 市防災担当課長会議, 金沢市役所, 2014. 10. 

＊264  牧 紀男; 講演  

“賢く災害とつきあうために－洪水・津波ハザードマップをどう読むのか－”, 

不動産協会, 住友クラブ, 大阪市, 2014. 9. 

265  増田達男; 講演 

“町家巡遊ツアー”, NPO 法人金澤町家研究会, 2014. 9. 

266  増田達男; 講演  

“金沢の歴史的建築とまちなみ”, 金沢ボランティア大学校, 2014. 9. 

267  増田達男; 講演  

“建造物・まちなみ見学と実習”, 金沢ボランティア大学校, 2014. 9. 

268  増田達男; 講演  

“城下町金沢の建築文化とまちなみ”, 金沢市高砂大学校大学院, 2014. 8. 

269  髙畠秀雄; 講演   

“グローバル化における日本人の心と技”, 石川県中小企業連合会, 2014. 8. 

270  円井基史; 講演  

“都市の熱環境設計 -建築・都市における緑の活用-”, 

石川建築設備研究会, 2014. 8. 

＊271  牧 紀男; 講演  

“3．11 後に求められる災害対策”, 中央電気倶楽部, 2014. 8. 
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＊272  牧 紀男; 講演 

“風水害からの避難”, 京都市, 京都府防災・危機管理トップセミナー 

～平成 26 年度 京都府市町村長防災危機管理ラボ～, 2014. 7. 

＊273  牧 紀男; 講演  

“災害に強い都市の構築”, 市町村アカデミー, 千葉市, 2014. 6. 

274  増田達男; 講演 

“武士系住宅等”, うめばちの会, 2014. 6. 

275  増田達男; 講演  

“城下町金沢の建築文化とまちなみ”, 福井石川県人会, 2014. 6. 

276  垂水弘夫; 講演  

“ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の時代を迎えて”, 

北陸電力リビングサービス・セミナー, 基調講演, 2014. 5. 

277  垂水弘夫; 講演  

“住宅へのオーニング設置による冷暖房負荷削減効果に関する研究報告”, 

日本オーニング協会 シミュレーション研究発表会, 2014. 4. 

＊278  髙畠秀雄; 講演   

“南海トラフ巨大地震に備えて”,  石川県鉄骨工業共同組合, 2014. 1. 

279  木村定雄; 講演 

“構造物のアセットマネジメントとリスク”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2013. 12. 

＊280  竹脇 出; 講演  

“幅広いタイプの地震動に頑強な免震と制振のハイブリッド構造”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2013. 11. 

＊281  川村國夫; 講演 

“能越道高盛土施工に関する課題とその対応について”, 

北陸技術フォーラム’13 （北陸地質調査業協会）, 2013. 11. 

282  川村國夫; 講演 

“石川県における土石流発生と降雨特性”, 

国土交通省北陸地方整備局 2013 防災技術セミナー, 2013. 11. 

283  垂水弘夫; 講演 

“ヒート＆クールチューブの事例と効果”, 

石川県設備設計監理協会 平成 25 年度技術研修会, 2013. 11. 

284  増田達男; 講演 

“金沢の歴史的建築とまちなみ”, 金沢ボランティア大学校, 2013. 11. 

285  増田達男; 講演 

“片町の裏手に歴史を探す”, 金沢工業大学建築系同窓会積木会, 2013. 11. 

286  増田達男; 講演 

“武士系住宅などの見方について”, うめばちの会, 2013. 10. 

287  川村國夫; 講演 ; 

“石川県の地盤と液状化”, 金沢地方気象台講演会, 2013. 10. 

＊288  髙畠秀雄; 講演  

“南海トラフ巨大地震に備えた防災対策”, けんせつフェア北陸, 2013. 10. 

＊289  髙畠秀雄; 講演  
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“南海トラフ巨大地震に備えて”, 日本 ERI (株), 2013. 9. 

290  増田達男; 講演  

“金沢の歴史的建築とまちなみ”, 金沢ボランティア大学校, 2013. 9. 

291  増田達男; 講演  

“建造物・まちなみ見学と実習”, 金沢ボランティア大学校, 2013. 9. 

＊292  垂水弘夫; 講演  

“建築物ＺＥＢ化のための北陸の外壁面太陽光発電に関する実測調査研究”, 

電気関係学会北陸支部連合大会（金沢大学）, 2013. 9. 

＊293  川村國夫; 講演 

“東日本大震災からの「地域防災計画」の見直し-石川県緊急輸送道路ネットワーク

に関して-”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2013. 9. 

294  垂水弘夫; 講演  

“地下水利用・天井放射空調システムの PMV 制御 室内温熱環境とエネルギー消費

の実測結果”,  

石川建築設備研究会 技術講習会 （空気調和・衛生工学会主催）, 2013. 8. 

295  増田達男; 講演 

“都市の空間情報学”, 

大学コンソーシアム石川 石川県立大聖寺高等学校, 2013. 7. 

＊296  髙畠秀雄; 講演  

“地震・津波に対する耐震設計の教訓”, 石川県建築士事務所協会, 2013. 7. 

297  増田達男; 講演 

“城下町金沢の建築文化とまちなみ”, 金沢市高砂大学校大学院, 2013. 6. 

＊298  垂水弘夫; 講演  

“建築外皮を利用した太陽光発電 ZEB 化及び災害発生時対応の主役”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2013, 6. 

299  宮里心一; 講演 

“北陸地方のコンクリートの特徴”, 

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2013. 5. 

＊300  髙畠秀雄; 講演  

“南海トラフ巨大地震に備えて”,  

金沢工業大学 地域防災環境科学研究所 IDES 公開セミナー, 2013. 4. 

301  増田達男; 講演 

“金澤町家流通コーディネート事業物件見学ツアー”, 

NPO 法人金澤町家研究会, 2013. 4. 

302  増田達男; 講演  

“金澤町家の魅力と再生手法”  

金澤町家シンポジウム, NPO 法人金澤町家研究会, 2013. 1. 

【報道】 

303  増田達男; 報道 

江戸焦土作戦の延焼シミュレーション, 片岡愛之助の歴史捜査「幕末のネゴシエータ

ー・勝海舟 江戸無血開城の真相と、秘訣！江戸焦土作戦に迫る」, BS 日テレ, 

2015.12.10. 
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304  増田達男; 報道 

北陸新幹線で行く、いい旅ラジオ旅, MRO ラジオ, 2015.10.29. 

＊305  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策」 研究成果報告会 報道 

南海トラフ巨大地震 防災研究成果の報告会, NHK 総合 たっぷり静岡, 2015. 9. 24. 

＊306  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策」 研究成果報告会 報道 

しっかり伝わる防災無線とは 巨大地震に備え・・・研究報告会, 

テレビ静岡 みんなのニュースしずおか, 2015. 9. 24. 

＊307  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策」 研究成果報告会 報道 

南海トラフ巨大地震の研究報告会, 

NHK 総合 おはよう東海北陸のニュース 静岡, 2015, 9. 25. 

308  川村國夫; 報道  

手取川の濁り, テレビ金沢, 2015. 6. 2. 

309  増田達男; 報道 

いしかわの壺 茶屋建築の壺, ＮＨＫ総合 かがのとイブニング, 2015. 5. 26. 

310  増田達男; 報道  

古民家再生～よみがえる加賀の町家～, テレビ金沢, 

いしかわ大百科 シリーズ・ふるさと再発見かがやく人々②, 

石川県民大学校放送利用講座, 2015. 5. 10. 

311  増田達男; 報道 

ブラタモリ「金沢」, ＮＨＫ総合 ブラタモリ, 2015. 4. 25. 

＊312  田村修次; 報道  

液状化実験の監修, NHK 総合 あさイチ, 8:15～, 2015. 3. 11. 

313  増田達男; 報道  

金澤町家再生へ, 石川テレビ スーパーニュース, 2014. 10. 15. 

314  川村國夫; 報道  

石川県土砂災害対策連絡会委員長インタヴユー, 

NHK 総合 かがのとイブニング, 2014. 10. 7. 

315  川村國夫; 報道  

石川県土砂災害対策連絡会委員長談話, 北陸放送 MRO, レオスタ, 2014. 10. 7. 

＊316  川村國夫; 報道  

広島市土砂災害から石川県土砂災害を考える, 

北陸朝日放送 HAB ＨＡＢスーパーＪチャンネル, 2014. 8. 22. 

317  川村國夫; 報道 

金沢市内がけ崩れ危険箇所, 北陸放送 MRO レオスタ, 2014. 6. 24. 

318  土田義郎; 報道 

スーパーニュース いしかわ再発見＜金沢の用水散策＞, 

石川テレビ 県内ニュース, 17:30～, 2014. 6. 5. 

319  垂水弘夫; 報道 

シリーズ金沢ブランド 産廃から屋上緑化, 

北陸朝日放送 HAB ＨＡＢスーパーＪチャンネル, 2014. 5. 21. 

320  増田達男, 谷明彦, 下川雄一; 報道 

城下町ＣＧ, 北陸朝日放送 美都金沢 第一話 美しき矛盾, 2014. 3. 4. 

＊321  増田達男; 報道  
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「津波火災」を防げ 金沢工業大, 気仙沼を再現し実験, 

朝日新聞ウェブ, 2013. 12. 21. 

＊322  増田達男; 報道  

金沢工業大が気仙沼を模し大型人工津波実験, 

朝日新聞 公式 YouTube サイト, 2013. 12. 21. 

＊323  増田達男; 報道  

津波火災, 解明へ 人工の波, 模型実験 震災受け, 金沢工大, 

Yahoo ニュース, 2013. 12. 20. 

＊324  増田達男; 報道 

津波のメカニズムを探る 金工大で公開実験（石川県）, 

テレビ金沢ウェブ, 2013. 12. 20. 

＊325  増田達男; 報道  

３．１１津波火災 再現 金沢工大, 構造解析へ実験, 

中日新聞ウェブ, 2013. 12. 20. 

＊326  増田達男; 報道 

津波火災の解明に向け金工大が公開実験, 

北陸朝日放送ウェブ, 2013. 12. 20. 

＊327  増田達男; 報道  

津波火災, 解明へ 人工の波, 模型実験 震災受け, 金沢工大, 

北國新聞ウェブ版, 2013. 12. 20. 

328  土田義郎; 報道 

かなざわ風鈴づくり,  

石川テレビ 県内ニュース, 17:30～, 2013. 8. 17. 

【新聞】 

＊329  髙畠秀雄; 新聞 

「動的設計ソフトを紹介：超高層ビルの耐震講習会開く」, 建設工業新聞, 2016. 3. 12. 

＊330  髙畠秀雄; 新聞  

「超高層ビル耐震性評価：簡易動的設計法専用プログラムを開発」, 建設工業新聞, 

2016. 2. 18. 

＊331  髙畠秀雄; 新聞 

「実効性ある防災対策提言：大阪でシンポジウム」, 建設工業新聞, 2016. 2. 16. 

＊332  竹脇 出; 新聞  

「建物揺れ計算簡易に，地震動「衝撃力」で扱い 高精度 3 数値のみ使用」, 

京都新聞朝刊, 2016. 1. 13. 

＊333  髙畠秀雄; 新聞  

「『再考 日本流ものづくり』を発行」, 建設工業新聞, 2015. 8. 1. 

334  土田義郎; 新聞  

「風鈴の響き 音風景に」, 北國新聞 朝刊, 2015. 7. 26. 

335  土田義郎; 新聞  

「Light & breezy: Refreshingly clear sounds of furin wind chimes」, 

The Japan News（読売新聞英語版）, 2015. 7. 16. 

＊336  牧 紀男; 新聞  

「大阪梅田地下街：止水板設置 6 割, 京大防災研調査」, 
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毎日新聞 夕刊, 2015. 7. 9. 

＊337  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞  

「南海トラフ巨大災害考える」, 建設工業新聞, 2015. 6. 30. 

338  土田義郎; 新聞  

「いま風 チリ～ンと風鈴 一服の涼」, 読売新聞朝刊, 2015. 6. 24. 

＊339  宮里心一; 新聞  

「材料劣化が生じるコンクリート構造物の維持管理優先度研究小委員会 活動報

告」, セメント新聞, 2015. 3. 30. 

340  土田義郎; 新聞 

「広がる集いの寺活 発足 1 年 参加の寺 2 倍に」, 北國新聞 朝刊, 2015. 3. 8. 

341  垂水弘夫; 新聞 

「エコハウスの研究」, 北國新聞, 2015. 3. 1. 

342  増田達男, 赤坂攻, 由田徹; 新聞 

「新たな『金沢型住宅モデル』」, 建設工業新聞, 2015. 1. 19. 

＊343  川村國夫; 新聞  

「土砂災害被害抑制を学ぶ ‐石川 10 市担当課長会議‐」, 北國新聞, 2014. 10. 4. 

＊344  川村國夫; 新聞  

「広島土砂災害教訓生かせ ‐金沢工大教授県内防災課長会議で講演‐」, 

中日新聞, 2014. 10. 4. 

＊345  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞 

「南海トラフ巨大災害 防災対策シンポ開く」, 建設工業新聞, 2014. 9. 30. 

＊346  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞  

「南海トラフ地震防災へシンポ」, 中日新聞, 2014. 9. 28. 

＊347  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞 

「大災害対策考える－金沢工大でシンポ」, 北國新聞, 2014. 9. 28. 

＊348  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞  

「南海トラフ巨大災害－研究成果発表へ」, 建設工業新聞, 2014. 8. 22. 

＊349  増田達男; 新聞  

「南海トラフ巨大地震 防災対策を提言」, 建設工業新聞, 2014. 8. 20. 

＊350  髙畠秀雄; 新聞  

「南海トラフ巨大地震防災対策を提言」, 建設工業新聞, 2014. 8.20. 

＊351  土田義郎; 新聞  

「避難誘導 効果的な防災放送は」, 北國新聞 朝刊, 2014. 6. 27. 

352  土田義郎; 新聞 

「滝つぼ あえてつくらず？ 兼六園の茶室・夕顔亭」, 北國新聞 朝刊, 2014. 5. 19. 

353  土田義郎; 新聞 

「“水の都”金沢 散策いかが 河川・用水マップ試作」, 

北陸中日新聞 朝刊, 2014. 4. 18. 

354  土田義郎; 新聞 

「音色軽やか 竹風鈴 宮津 ワークショップで制作」, 京都新聞 朝刊, 2014. 3.2. 

＊355  川村國夫; 新聞  

「土砂災害の地域ニーズ ‐石川県土砂災害対策連絡会‐」, 北國新聞, 2014. 2. 4. 

＊356  髙畠秀雄; 新聞  
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「南海トラフ新しい発想の防災対策を」, 建設工業新聞, 2014. 1. 23. 

＊357  増田達男; 新聞  

「津波火災 解明へ」, 北國新聞朝刊, 2013. 12. 20. 

＊358  増田達男; 新聞  

「津波火災の詳細解明へ」, 建設工業新聞, 2013. 12. 20. 

＊359  増田達男; 新聞  

「３．１１津波火災 再現」, 北陸中日新聞, 2013. 12. 20. 

＊360  増田達男; 新聞  

「被災地地形で津波再現」, 毎日新聞, 2013. 12. 20. 

＊361  増田達男; 新聞  

「津波火災対策 模型で実験」, 読売新聞（地域）, 2013. 12. 20. 

＊362  増田達男; 新聞  

「津波火災を防げ」, 朝日新聞（石川）, 2013. 12. 20. 

＊363  増田達男; 新聞  

「津波火災 解明へ」, 北國新聞夕刊,2013. 12. 19. 

＊364  増田達男; 新聞  

「津波火災発生の仕組み解明へ」, 日本経済新聞, 2013. 12. 19. 

＊365  増田達男; 新聞  

「津波火災の原因探る」, 日本経済新聞, 2013. 12. 14. 

＊366  髙畠秀雄; 新聞  

「南海トラフ巨大地震防災対策を提言」, 建設工業新聞, 2013. 9. 24. 

＊367  髙畠秀雄; 新聞  

「南海トラフ巨大地震で北陸が支援を」, 建設工業新聞, 2013. 8. 30. 

368  垂水弘夫; 新聞  

「天井放射空調など学ぶ」, 建設工業新聞, 2013. 8. 28. 

369  土田義郎; 新聞  

「（北窓）カメリアキッズ音ではかる？音でわかる！」, 北國新聞 朝刊, 2013. 8. 6. 

370  土田義郎; 新聞  

「金沢工大生ら障子紙で風鈴 広坂振興会に寄贈」, 北國新聞 朝刊, 2013. 8. 2. 

＊371  髙畠秀雄; 新聞  

「南海トラフ巨大地震にメス」, 教育学術新聞, 2013. 7. 3. 

＊372  髙畠秀雄; 新聞  

「南海トラフ防災研究に国が支援」, 北國新聞, 2013. 6. 27. 

＊373  髙畠秀雄; 新聞 

「南海トラフの防災対策、文科省「私大戦略的研究」に選定」, 

建設工業新聞, 2013. 6. 26. 

＊374  髙畠秀雄; 新聞  

「文科省が支援-金沢工大の広域防災研究」, 中日新聞, 2013. 6. 26. 

【企業との連携実績】 

＊375  宮里心一;  企業との連携実績 

コンクリート補強用テクノーラ®の耐久性に関する共同研究, 2015 年 6 月～2018 年 5

月, 帝人 ㈱, コンクリート補強用テクノーラ®に関して、長期間コンクリート構造物に
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使用された際の耐久性に関する検証を行っている。 

＊376  宮里心一;  企業との連携実績  

エポキシ系防錆剤のコンクリート構造物に対する再劣化抑制対策に関する研究, 

2015 年 6 月～2016 年 3 月, 西日本高速道路エンジニアリング関西 ㈱, 防錆機能が

優れているエポキシ系の防錆剤を鉄筋及びコンクリート面に塗布することにより、鉄

筋のマクロセル腐食等の再劣化抑制効果の検証を行っている。 

＊377  宮里心一;  企業との連携実績  

けい酸塩系表面含浸材の性能確認, 2015 年 5 月～2016 年 3 月, ㈱エバープロテク

ト, けい酸塩系表面含浸材（けい酸ナトリウム・けい酸カリウム）に添加剤・副成分を

加えた材料、及び補助剤を用いた工法が、けい酸塩系単独よりもコンクリートへの性

能効果が向上するかを検証している。 

＊378  宮里心一;  企業との連携実績  

コンクリート試験体を用いた鉄筋腐食環境の試験評価, 2015 年 4 月～2016 年 3 月, 

太平洋セメント ㈱, 腐食環境センサ及び鉄筋を埋設したコンクリート試験体の促進

腐食試験、自然環境での腐食反応性の試験評価を行っている。 

＊379  髙畠秀雄;  企業との連携実績  

可動間仕切の耐震性能, 2014 年 10 月～2016 年 3 月 

コマニー（株）, 金沢工業大学の共同研究を実施し, 長周期地震動を含めた地震動

に対する天井の耐震性と可動間仕切の耐震性能を明らかにした。 

シンポジウム「天井・パーティションの実行性ある耐震対策」（約 60 名参加）を平成 27

年 10 月 16 日に開催した。 

主催：金沢工業大学地域防災環境科学研究所、国土交通省北陸地方整備局、日本

耐震天井施行協同組合、コマニー株式会社、金沢工業大学地域防災環境科学研究

所 構造研究室（髙畠秀雄、後藤正美、須田 達）。 

＊380  宮里心一;  企業との連携実績  

ビッカース硬度計法による表面含浸材の浸透深さ測定, 2014 年 10 月～2015 年 11

月, ㈶日本塗料検査協会, 表面含浸材を塗布したコンクリート表面の硬度を測定す

ることにより、含浸材の浸透深さ領域の推定を行っている。 

＊381  宮里心一;  企業との連携実績  

表面含浸材の鉄筋腐食性能評価方法に関する検討, 2014 年 10 月～2015 年 9 月,

㈱デーロスジャパン, シラン系表面含浸材のビルテクトー100E の鉄筋腐食抑制性能

を評価した。 

＊382  宮里心一;  企業との連携実績 

フライアッシュコンクリートの塩分浸透抑制効果確認試験, 2015 年 1 月～6 月, 

北陸電力 ㈱, フライアッシュコンクリートの塩分浸透抑制効果を確認した。 

ローレット接合を用いたトラスシステム「軽量トラス」, 2013.5.29, 

＊383  宮里心一;  企業との連携実績  

効率的な詳細点検後の補修工法と腐食電流簡易測定法の確立, 2014 年 1 月～

2015年6月, 西日本高速道路エンジニアリング九州 ㈱, シラン系含浸剤を叩落し部

に塗布することで、打継目近傍のマクロセル腐食を低減できる効果を、現地施工試

験で確認した。 

＊384  宮里心一;  企業との連携実績 

高炉スラグ加工砂を用いた高耐久性速硬断面修復材のマクロセル腐食の評価, 
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2014 年 10 月～2015 年 5 月, 二瀬窯業 ㈱, 高炉スラグ加工砂を利用して、ローコス

ト施工が可能な高耐久速硬断面修復材の開発に当たり、試作品のマクロセル腐食

速度を測定し、耐食性を評価した。 

＊385  宮里心一;  企業との連携実績  

実構造物に施工したけい酸塩系表面含浸材の含浸深さ測定, 2015 年 1 月～3 月, 

西日本旅客鉄道 ㈱, けい酸塩系表面含浸材を、上向き及び横向きにて塗布した山

陽新幹線高架橋箇所の含浸深さを測定した。 

＊386  宮里心一;  企業との連携実績  

コンクリート曝露試験体の作製及び腐食環境の試験評価, 2014 年 4 月～2015 年 3

月, 太平洋セメント ㈱, 石川県内灘海浜橋の近傍に、腐食環境センサ及び鉄筋を

埋設したコンクリート試験体を暴露し、センサの性能を評価した。 

＊387  宮里心一;  企業との連携実績  

表面含浸材が適用されたコンクリートの耐久性評価手法に関する研究, 2013 年 8 月

～2015 年 3 月,  東亜建設工業 ㈱, 表面含浸材が適用されたコンクリートの耐久性

評価手法の構築を目的として、含浸部コンクリートの拡散係数を自然拡散法及び電

気泳動法により求め、得られた拡散係数から塩化物イオンの浸透を予測し、その妥

当性を検証した。 

＊388  西村 督;  企業との連携実績 

木製水槽の水平抵抗機構に関する実験的研究, 2015. 2.,  

日本木槽木管株式会社, 木製水槽の水平抵抗機構を把握するための静的載荷実

験を実施, この実験結果を用いて木製水槽の設計板厚を検討する。 

389  後藤正美;  企業との連携実績  

強度発泡を利用した木造用耐力壁を生産するために、強度発泡材の製造、品質管

理方法や性能試験などの開発を実施している。このことにより製品の品質確保と生

産体制の確立を目指す。 

390  後藤正美;  企業との連携実績 

歴史的建造物を有し、海外からの年間の観光客が非常に多い高山市の協力を得

て、モデルハウスに提案の耐力壁を採用していただいた。これらのモデルハウスは、

高山駅横に建てられており、観光客の目に付きやすい場所に建設されている。口コ

ミによる情報の伝播も期待できる。 

＊391  宮里心一;  企業との連携実績 

表面含浸材の性能と鉄筋腐食抑制効果の評価, 2013 年 6 月～2014 年 5 月, 

㈱デーロスジャパン, 表面含浸材の含浸性の評価及び、表面含浸材の鉄筋腐食抑

制効果の評価方法の確立とその性能をを評価した。 

＊392  宮里心一;  企業との連携実績  

炭酸化コンクリートへのステンレス鉄筋の適用性評価, 2013 年 12 月～2014 年 3 月, 

鹿島建設 ㈱, 鹿島建設が開発した炭酸化コンクリートは、コンクリートを炭酸化させ

ることから普通鉄筋を用いた場合には鉄筋が早期に腐食してしまい、構造物の構造

性能を担保できなくなる。その懸念を検証するため、炭酸化コンクリートへのステンレ

ス鉄筋の適用性を評価した。 

＊393  宮里心一;  企業との連携実績 

防食電流測定試験, 2013 年 11 月～2014 年 3 月, 中日本ハイウェイ・エンジニアリン

グ名古屋 ㈱, コンクリートに浸透した亜鉛線の防食電流を測定した。 
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394  宮里心一;  企業との連携実績 

NC ショット M による断面修復部のマクロセル形成機構の解明, 2013 年 9 月～2014

年 3 月, 二瀬窯業 ㈱, NC ショット M でコンクリート補修後の打継目近傍における鉄

筋腐食について、コンクリート中の Cl-含有量の影響及びコンクリートの材質の違い

を解明した。 

＊395  宮里心一;  企業との連携実績 

フライアッシュコンクリートの凍害抵抗性確認試験, 2013 年 7 月～2014 年 2 月, 

北陸電力 ㈱, フライアッシュコンクリートの凍害抵抗性を確認した。 

396  髙畠秀雄; 企業との連携実績  

（株）住軽日軽エンジニアリング, 三協立山（株）三協マテリアル社, 九州大学院, 金

沢工業大学の共同研究を実施し, 日本アルミニウム協会賞技術奨励賞を受賞。 
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１５ 「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項及び対応 

＜「選定時」に付された留意事項＞ 

研究体制や地域連携、成果評価体制に充分配慮されたい。 

＜「選定時」に付された留意事項への対応＞ 

（研究体制について） 

本研究プロジェクトの全体構想は金沢工業大学地域防災環境科学研究所が中心となり決

定し、本研究所のスタッフで対応出来ない研究課題については外部の研究機関から参加す

る研究体制を構築した。本研究プロジェクトが担うテーマは、南海トラフ巨大災害であり極め

て大きなスケールの話である。この巨大なテーマの中から、被災地でなすべき防災対策、救

援支援を担う地区でのなすべき防災対策、更に、我が国の持続発展を維持するための防災

対策を研究対象とした。これらの防災対策は有機的に機能しないとその効果がない。これら

の考えは著書（＊33）にて情報発信したが、参加する研究者が担当する研究課題は、時系列

で発生する巨大災害で基幹的な事項から選定し、それを実行出来る研究者を厳選し、研究

体制を組織した。基本的に研究業績のある研究スタッフで構成したが、若手研究者の育成を

図るため、研究成果が危惧される研究者も参加した。参加研究者が自由に意見交換出来る

研究体制を意図して運営した。 

（地域連携について） 

研究プロジェクト全体の研究成果に対する情報発信は、金沢、大阪、名古屋、静岡で開催

した合計４回の研究成果報告会（公開シンポジウム）で実施した。南海トラフ巨大災害での被

災想定地 大阪、名古屋、静岡と救援・支援をする金沢の地域の人々に、巨大災害に対する

防災対策についてインパクトを与えた。 

更に、研究成果を具体的に実効性ある防災対策として「提言」するシンポジウムを開催し、

南海トラフ巨大災害が発生する地域の行政、防災関係者、研究者、一般人との意見交換を

実施した。 

また、各研究者は南海トラフ巨大地震で被害が想定される地域の自治体と交渉し、信頼性

の高いデータの収集と情報交換により地域連携を高めた。 

本研究所（Institute of Disaster and Environmental Science 通称 IDES）は研究成果を地

域に発信する手段として、地域の企業・行政等に対して開講している IDES メンバーシッププ

ログラム（会員企業 45 社、その他石川県内の行政・協会の建設関連機関が参加）を毎月 1

回開催している。本プロジェクト担当の各研究者が講師として当該研究成果を地域に対して

発信している（＊222, 223, 224, 225, 226, 227, 228, 229, 232, 234, 240, 241, 244, 247, 248, 249, 

251, 253）。 

（成果評価体制について） 

研究開始の第１回研究打合せ会で全研究者に対して、「私立大学戦略的研究基盤形成支

援事業」の事後評価について説明し、評価は「AA」を必ず得る様に全員の協力と努力をお願

いした。また、臨席した石川憲一学長からは、本研究所が平成２０年に採択された研究プロ

ジェクト「地域基盤を支える防災・環境問題の戦略的研究」（地域に根差した研究）に対する

事後評価が「BB」であったので、今回は必ず「AA」の評価を受ける事が訓示された。そこで、

各研究者がミッションに合致した効果的な研究成果を達成出来るような評価体制を実施し、

運営した。 
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各研究者は3ヶ月毎に開催する「研究報告会」で、担当課題の進捗状況と研究成果を報告

し、その報告について全員で討議する事にした。この報告会では各研究課題のミッションに

対して、研究成果の達成度を評価し、研究の進展に対して建設的な意見を述べる事により、

当初の目標を達成出来る様に種々の工夫をしている。研究報告会には本学を代表して金沢

工業大学産学連携機構 研究支援部 泉屋利明部長が同席し、節目節目には本学学長が出

席して、研究成果を評価する体制を実施した。 

また、「研究成果報告会」として計 4 回の公開シンポジウムを開催し、各研究者に研究成果

を発表させる事により、ミッションに対する成果を達成しなければならない責任感を持たせる

様に配慮している。また、研究期間の最終年度末に各研究課題に対する研究成果を、「提

言」という形をとってシンポジウムで発表させる事により、実効性を意識させる様にした。 

研究期間が 3 年間で中間評価が無いので、外部評価委員会による中間評価を実施した。

外部評価委員には研究の成果が達成出来る様に厳しい意見と指導・助言をお願いした。 

以上の評価体制を実施する事によって、各ミッションに対する研究成果が達成されたと考

えている。研究者個々の研究能力の差により、研究成果の発信力に顕著な差が存在する

が、本研究プロジェクトは南海トラフ巨大災害という多くの研究課題を集大成した研究テーマ

を扱うことから、学術的研究と実務的研究が混在しているので、全般的には目的が達成され

たと判断している。 

＜「中間評価時」に付された留意事項＞ 

研究期間 3 年につき中間評価なし「該当なし」 

＜「中間評価時」に付された留意事項への対応＞ 

「該当なし」 
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６
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５
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0

0
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７
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0
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ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ

１８　研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度 プロジェクト１年　　　度

研究支援推進経費

9,447

光　熱　水　費

教育研究用機器備品

人件費支出
（兼務職員）

旅費交通費

25

（研究設備）

整備年度

平成25年度

計

リサーチ・アシスタント

消　耗　品　費

図　　　　書

309

教育研究経費支出

印刷製本費

動的現象試験設備

（情報処理関係設備）

（　用品費　）
報酬・委託料 2,613

計

小  科  目
主　な　使　途

材料・資料送料

金　　額

9,447

（研究装置）

稼働時間数装置・設備の名称 台　　数型　　番 事業経費 補助金額

《装置・設備》　（私学助成を受けていないものは、主なもののみを記載してください。）

別紙明細（1） 一式 7,66011,962

739
解析・計算・調査委託

送料31

研究発表等国内・国外旅費

3,001

主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

素材料、資料、ｿﾌﾄｳｪｱ、試験体部材
電気・水道料金

支　出　額

部材､素材料

通信運搬費

電気、水道3,001

積　　算　　内　　訳

計

計

2,086

2,086 機器備品 2,086

0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

パーソナルコンピュータ　他

電子器具・用具 309

私学助成

補助主体

31

研究発表・調査
2,613

739
解析・計算・調査委託料
電子器具、機械用具

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

16,140

0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

ポスト・ドクター
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１８　研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度 プロジェクト２

１８　研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度 プロジェクト１

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 4,107 部材､素材料 4,107 素材料、資料、ｿﾌﾄｳｪｱ、センサー類、試験体部材

年　　　度 25

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

光　熱　水　費 1,313 電気、水道 1,313 電気・水道料金

通信運搬費 17 送料 17 材料・資料送料

印刷製本費 45 印刷 45 論文印刷

旅費交通費 90 研究発表・調査 90 研究発表等国内旅費

計 6,735

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料 862 講師謝金・計算業務委託 862 講演会講師料、計算業務委託料

（　用品費　　） 301 電子器具・用具 301 電子器具、機械用具

人件費支出
（兼務職員）

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 1,776 機器備品 1,776 温湿度計他

教育研究経費支出
計 0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

図　　　　書
計 1,776

計 0

年　　　度 26

ポスト・ドクター

研究支援推進経費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 7,301 部材､素材料 7,301 素材料、資料、ｿﾌﾄｳｪｱ、ｶﾒﾗ、試験体部材

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

光　熱　水　費 3,529 電気 3,529 電気料金

通信運搬費 68 送料 68 材料・資料送料

印刷製本費 41 複写・印刷 41 資料文献複写、印刷料金

旅費交通費 1,756 研究発表・調査 1,756 研究発表等国内・国外（７件 2,434千円)旅費

計 17,700

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料 4,837 講師謝金・計算業務委託 4,837 講演会講師料、計算業務委託料

（　用品費　　） 168 電子器具・用具 168 電子器具、機械用具

人件費支出
（兼務職員）

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 275 機器備品

教育研究経費支出
計 0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

図　　　　書
計 275

計 0

ポスト・ドクター

研究支援推進経費



（様式2）

S1312006
法人番号 171002

プロジェクト番号

１８　研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度 プロジェクト２

１８　研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度 プロジェクト１

年　　　度 26

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 4,372 部材､素材料 4,372 素材料、資料、ｿﾌﾄｳｪｱ、センサー類、試験体部材

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

光　熱　水　費 2,864 電気 2,864 電気料金

通信運搬費 56 送料 56 材料・資料送料

印刷製本費 29 複写・印刷 29 資料文献複写、印刷料金

旅費交通費 1,978 研究発表・調査 1,978 研究発表等国内・国外（７件 2,434千円)旅費

計 12,339

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料 2,791 講師謝金・計算業務委託 2,791 講演会講師料、計算業務委託料

（　用品費　　） 249 電子器具・用具 249 電子器具、機械用具

人件費支出
（兼務職員）

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品

教育研究経費支出
計 0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

図　　　　書
計 0

計 0

年　　　度 27

ポスト・ドクター

研究支援推進経費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 4,303 部材､素材料 4,303 素材料、資料、試験部材

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

光　熱　水　費 3,347 電気、水道 3,347 電気料金、下水料金

通信運搬費 252 送料 252 材料・資料送料

印刷製本費 1,121 複写・印刷 1,121 資料文献複写、成果報告書印刷料

旅費交通費 2,617 研究発表・調査 2,617 研究発表等国内・国外旅費

計 18,683

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料・賃借料 6,842 保守・補助業務 6,842 機器保守、研究業務補助委託、機器・施設賃借

（　用品費　　） 201 電子器具・用具 201 電子機器、機械用具

人件費支出
（兼務職員）

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 631 機器備品 631 PC、プリンター

教育研究経費支出
計 0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

図　　　　書
計 631

計 0

ポスト・ドクター

研究支援推進経費
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S1312006
法人番号 171002

プロジェクト番号

１８　研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度 プロジェクト２年　　　度 27

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 3,729 部材､素材料 3,729 素材料、資料、試験部材

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

光　熱　水　費 2,964 電気、水道 2,964 電気料金、下水料金

通信運搬費 164 送料 164 材料・資料送料

印刷製本費 810 複写・印刷 810 資料文献複写、成果報告書印刷料

旅費交通費 934 研究発表・調査 934 研究発表等国内旅費

計 12,026

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料・賃借料 3,356 保守・補助業務 3,356 機器保守、研究業務補助委託、機器・施設賃借

（　用品費　　） 69 電子器具・用具 69 電子機器、機械用具

人件費支出
（兼務職員）

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 285 機器備品 285 温湿度センサー　他

教育研究経費支出
計 0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

図　　　　書
計 285

計 0

ポスト・ドクター

研究支援推進経費



別紙明細（１） 

物 品 名 型、仕様 数量 金 額 

動的現象試験設備 

① デジタル振動制御装置

② 多チャンネルデジタルひずみ測定器

③ コンパクト油圧加振機フォースシミュレータ

④ 近赤外水分計

DSC40-SMAT 

DRA-30A 

EHF-JF20kNV-100-A10 

KJT-130 

1 

1 

1 

1 

円 

3,450,000 

2,443,000 

4,300,000 

1,200,000 

小 計 11,393,000 

消費税（5%） 569,650 

合 計 11,962,650 
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 別 紙  

【報道】 

＊280  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策」 研究成果報告会 報道  

南海トラフ巨大地震 防災研究成果の報告会, 

 NHK 総合 たっぷり静岡, 2015. 9. 24. 

   

 

＊281  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策」 研究成果報告会 報道  

しっかり伝わる防災無線とは 巨大地震に備え・・・研究報告会,  

 テレビ静岡 みんなのニュースしずおか, 2015. 9. 24. 

   

 

＊282  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策」 研究成果報告会 報道  

南海トラフ巨大地震の研究報告会,  

NHK 総合 おはよう東海北陸のニュース 静岡, 2015, 9. 25. 

   

 

 

シンポジウムが平成２５年度～平成２７年度「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」の研

究成果報告会として「南海トラフ巨大災害の実効性ある防災対策」が開催され、活発な意見交換

がなされた事、更に、今後の防災対策として検討すべき新たな課題を提案した有意義なシンポジ

ウムであることが報道された。 
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【新聞】 

＊329  髙畠秀雄; 新聞  

 「動的設計ソフトを紹介：超高層ビルの耐震講習会開く」,  

建設工業新聞, 2016. 3. 12. 
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＊330  髙畠秀雄; 新聞  

 「超高層ビル耐震性評価：簡易動的設計法専用プログラムを開発」,  

建設工業新聞, 2016. 2. 18. 
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＊331  髙畠秀雄; 新聞  

 「実効性ある防災対策提言：大阪でシンポジウム」,  

建設工業新聞, 2016. 2. 16. 
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＊307  牧 紀男; 新聞  

 「大阪梅田地下街：止水板設置 6 割, 京大防災研調査」,  

毎日新聞 夕刊, 2015. 7. 9. 
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＊308  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞   

 「南海トラフ巨大災害考える」, 建設工業新聞, 2015. 6. 30. 
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＊316  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞  

 「南海トラフ巨大災害 防災対策シンポ開く」, 建設工業新聞, 2014. 9. 30. 
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＊317  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞  

 「南海トラフ地震防災へシンポ」, 中日新聞, 2014. 9. 28. 
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＊319  シンポジウム「南海トラフ巨大災害の防災対策について」; 新聞  

「南海トラフ巨大災害－研究成果発表へ」, 建設工業新聞, 2014. 8. 22. 
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＊321  髙畠秀雄; 新聞  

 「南海トラフ巨大地震防災対策を提言」, 建設工業新聞, 2014. 8.20. 
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